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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

項目

自　平成15年４月
１日

至　平成16年３月
31日

自　平成16年４月
１日

至　平成17年３月
31日

自　平成17年４月
１日

至　平成18年３月
31日

自　平成18年４月
１日

至　平成19年３月
31日

自　平成19年４月
１日

至　平成20年３月
31日

売上高（百万円） 121,452 117,216 112,362 117,662 128,585

経常利益（百万円） 1,387 1,727 2,146 1,727 1,660

当期純利益（百万円） 500 597 1,013 1,495 840

純資産額（百万円） 5,642 6,247 7,306 9,287 9,670

総資産額（百万円） 42,018 40,336 41,413 41,965 40,969

１株当たり純資産額（円） 788.24 871.62 1,022.19 1,215.17 1,266.08

１株当たり当期純利益金額

（円）
68.96 81.28 141.76 209.18 117.56

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
－ － － 209.05 －

自己資本比率（％） 13.4 15.5 17.6 20.7 22.1

自己資本利益率（％） 9.3 10.1 15.0 18.7 9.5

株価収益率（倍） 12.3 8.3 8.3 4.7 6.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
73 △951 △883 △3,603 3,116

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△391 △427 45 654 △102

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
1,455 911 2,097 115 △2,005

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
6,987 6,660 8,189 5,429 5,973

従業員数

（外、平均臨時従業員数）（人）

472

（－）

492

(64)

475

(68)

475

(56)

478

(69)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成16年３月期、平成17年３月期及び平成18年３月期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成20年３月期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

４．平成17年３月期連結会計年度より、臨時従業員数が総従業員数に対する割合の100分の10以上になりました

ので、年間の平均人員を外数で記載しております。

５．平成19年３月期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 94,480 82,185 65,146 76,614 92,490

経常利益（百万円） 1,308 1,616 1,287 1,000 672

当期純利益（百万円） 700 798 657 917 319

資本金（百万円） 1,433 1,433 1,433 1,433 1,433

発行済株式総数（株） 7,148,400 7,148,400 7,148,400 7,148,400 7,148,400

純資産額（百万円） 5,377 6,083 6,664 7,411 7,516

総資産額（百万円） 34,999 30,136 29,568 31,070 29,197

１株当たり純資産額（円） 752.32 849.39 932.39 1,036.89 1,051.55

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

10.00

（－）

15.00

（－）

20.00

（－）

20.00

（－）

25.00

（－）

１株当たり当期純利益金額

（円）
97.96 110.03 91.95 128.30 44.75

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
－ － － 128.22 －

自己資本比率（％） 15.4 20.2 22.5 23.9 25.7

自己資本利益率（％） 14.0 13.9 10.3 13.0 4.3

株価収益率（倍） 8.7 6.2 12.7 7.7 15.6

配当性向（％） 10.2 13.6 21.8 15.6 55.9

従業員数

（外、平均臨時従業員数）（人）

368

（－）

221

(48)

216

(36)

214

(28)

217

(42)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第43期、第44期及び第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第44期より、臨時従業員数が総従業員数に対する割合の100分の10以上になりましたので、年間の平均人員を

外数で記載しております。

５．第45期の１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。

６．第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和36年10月 東京都渋谷区渋谷三丁目27番15号に資本金１百万円で共信電気株式会社を設立し、同時にソニー商
事株式会社（現　ソニーマーケティング株式会社）と特機商品の販売を目的に特約店契約を締結。

昭和37年４月 城南ソニー販売株式会社（現　ソニーマーケティング株式会社）とコンスーマーＡＶ商品の販売を

目的に特約店契約を締結。

昭和38年11月 ソニー株式会社と半導体の販売を目的に特約店契約を締結。

昭和55年５月 ソニー株式会社と放送業務用機器の販売を目的に特約店契約を締結。

昭和57年２月 ソニー株式会社と業務用ＡＶ磁気テープの販売を目的に特約店契約を締結。

昭和58年11月 ソニー株式会社とＣＣＤビデオカメラモジュールの販売を目的に特約店契約を締結。

昭和60年６月 本社を東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号に移転。

昭和61年10月 ソウル支店をソウル（大韓民国）に設置。

昭和62年１月 共信セミコンダクター株式会社と韓国における半導体等電子部品の販売を目的に当社の総代理店

契約を締結。

昭和62年４月 電子部品の開発・販売を目的として東京都品川区東五反田四丁目７番20号にケミハン株式会社
（平成５年10月　ソニーコンポーネントマーケティング株式会社に商号変更）を設立。

昭和63年11月 ソニー株式会社とＭＯドライブの販売を目的に特約店契約を締結。

平成元年12月 ソニー製半導体の販売会社として東京都品川区西五反田八丁目８番15号に株式会社テクノソニッ
クを設立。

平成２年２月 KYOSEMI SINGAPORE PTE,LTD.（現　KYOSHIN TECHNOSONIC (S) PTE LTD）を販売拠点とし
てシンガポールに設立。

平成５年４月 KYOSEMI HONG KONG LTD. （現　KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA)　LTD.）を販売拠点として香
港に設立。

平成８年12月 株式会社テクノソニック本社を東京都千代田区神田東松下町45番に移転。
平成９年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成10年８月 株式会社インフィニテックを設立。

平成10年９月 ソニーコンポーネントマーケティング株式会社本社を東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移
転。

平成12年１月 平成堂株式会社を子会社化。

平成12年４月 株式会社テクノソニック及びソニーコンポーネントマーケティング株式会社と合併し、商号を共信

テクノソニック株式会社へ変更。

 ソウル（大韓民国）にKYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.を設立。
平成12年７月 KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.へ、ソウル支店の営業の一部を譲渡。
平成12年９月 株式会社ネットカムビジョンを設立。

平成12年11月 上海（中国）にSHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC TRADING. CO.,LTD.を設立。
平成13年８月 本社を東京都渋谷区渋谷一丁目９番８号から渋谷区渋谷二丁目22番３号に移転。
平成14年７月 ケーティーエス・テクノロジー株式会社を設立。

平成15年６月 本社を東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号から東京都品川区西五反田二丁目28番５号に移転。
平成15年９月 ＩＳＯ14001を提出会社、連結子会社である平成堂株式会社、株式会社インフィニテック及び株式会

社ネットカムビジョンが認証取得。

平成16年３月 ケーティーエス・テクノロジー株式会社を吸収合併。

平成16年５月 共信コミュニケーションズ株式会社を設立。

平成16年８月 サンタクララ（米国）に駐在員事務所を設置。

平成16年８月 新潟LSIラボを新潟県新潟市に設置。
平成16年10月 本社を東京都品川区西五反田二丁目28番５号から東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移転。
平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 ＩＳＯ9001を提出会社、連結子会社である平成堂株式会社及び株式会社インフィニテックが認証取
得。

平成17年４月 深?（中国）にKYOSHIN TECHNOSONIC (SHENZHEN)LTD.を設立。
平成19年１月 ソウル（大韓民国）にKYOSHIN COMMUNICATIONS (KOREA) CO.,LTD.を設立。
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３【事業の内容】

　当社の企業グループは、当社、子会社10社、その他の関係会社１社及び当社と継続的で緊密な事業上の関係のある

関連当事者（その他の関係会社の子会社）５社により構成され、電子部品販売事業と電子機器販売事業を営んでお

ります。

　事業内容と、当社、子会社、その他の関係会社及び関連当事者にかかる位置付け、また、事業の種類別セグメントと

の関連は、次のとおりであります。

　なお、電子部品販売事業と電子機器販売事業は、「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事

業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。

区分 主要商・製品 主要な会社

電子部品販売事業

 

当社

ソニー株式会社

ソニーイーエムシーエス株式会

社

ソニーケミカル＆インフォメー

ションデバイス株式会社

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (ASIA) LTD．

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (K) CO.,LTD. 

SHANGHAI KYOTEC

ELECTRONIC TRADING. CO.,

LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC (S)

PTE LTD

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (SHENZHEN) L

TD.  

SONY CORPORATION 

OF HONG KONG LTD.

SONY KOREA CORPORATION 

（会社数　計11社）

半導体 ＣＣＤ、ＬＣＤ、ＭＭＩＣ、ＡＳＩＣ、

Ｄ－ＲＡＭ

電子部品
光学ピックアップユニット、バッテリー、

ＴＶチューナー用モジュール

電子機器販売事業  

当社

ソニー株式会社

ソニーマーケティング株式会社

共信コミュニケーションズ株式

会社

平成堂株式会社

株式会社インフィニテック

株式会社ネットカムビジョン

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (ASIA) LTD．

KYOSHIN

TECHNOSONIC (K) CO.,LTD. 

KYOSHIN 

TECHNOSONIC (S) PTE LTD

KYOSHIN

COMMUNICATIONS (KOREA) C

O.,LTD.  

（会社数　計11社）

　

　

電子機器
各種ＶＴＲ、カメラ、ビデオプリンター、音響映像関

連機器

記録媒体品 磁気テープ、光ディスク、データ記録用ディスク

製品
当社及び子会社取扱の電子機器を組み合わせたシ

ステム製品

その他
電子機器の修理、ＡＶ機器のレンタル、教育用ソフ

トウェア

　以上について図示すると次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員

（名）

KYOSHIN 

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

　

CONTAINER

PORT ROAD

KWAI CHUNG,

HONG KONG

千米

ドル

4,615

電子部品

電子機器

販売事業

100 1 3 なし なし

金融機関からの

借入金及び仕入

債務に対する債

務保証を行って

おります。

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(K) CO.,LTD.

YEOIDO-DONG,

YOUNG DONG 

PO-KU,

SEOUL

千ウォン

3,000,000

電子部品

電子機器

販売事業

80 － 3 なし なし なし

SHANGHAI 

KYOTEC

ELECTRONIC

TRADING.

CO.,LTD.

HUAI HAI

ZHONG ROAD,

SHANGHAI

千元

3,997

電子部品

販売事業

100

(100)
－ 3 なし なし なし

KYOSHIN 

TECHNOSONIC

(S)PTE LTD

ORCHARD ROAD

SINGAPORE

千シンガ

ポールドル

800

電子部品

電子機器

販売事業

100

(100)
－ 3 なし なし

仕入債務に対す

る債務保証を

行っております。

KYOSHIN 

TECHNOSONIC

(SHENZHEN) LTD.

CAITIAN RD.,

SHENZHEN

千元

6,401

電子部品

販売事業

100

(100)
－ 3 なし なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。

KYOSHIN

COMMUNICATIONS 

(KOREA)CO.,LTD. 

YANGPYEONG

DONG,

YOUNG DONG

PO-GU,

SEOUL

　

千ウォン

80,000

電子機

器販売

事業

80

(80)
1 －  なし なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。

共信コミュニケー

ションズ株式会社

東京都

品川区

百万円

400

電子機器

販売事業
80 2 －

　

なし

 

なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。

平成堂

株式会社

香川県

丸亀市

百万円

10

電子機器

販売事業
90 1 1

貸付金

110

百万円

なし

金融機関からの

借入金に対する

債務保証を行っ

ております。
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名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員

（名）

株式会社イン

フィニテック

東京都

品川区

百万円

50

電子機器

販売事業
60 1 1 なし なし なし

株式会社

ネットカムビ

ジョン

東京都

日野市

百万円

10

電子機器

販売事業
100 1 1 なし なし なし

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.、KYOSHIN TECHNOSONIC (K) CO.,LTD.及び共信コミュニケーショ

ンズ株式会社は、特定子会社に該当しております。

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

４．KYOSHIN TECHNOSONIC (ASIA) LTD.及び共信コミュニケーションズ株式会社につきましては、売上高

（連結相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 主要な損益情報等

 　 　

KYOSHIN TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

 百万円

共信コミュニケー

ションズ株式会社

 百万円

 (1) 売上高 20,428 16,689

 (2) 経常利益 191 228

 (3) 当期純利益 190 107

 (4) 純資産額 434 810

 (5) 総資産額 5,216 6,872

その他の関係会社

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合又
は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

設備の
賃貸借

その他当社
役員
（名）

当社
従業員

（名）

ソニー

株式会社

東京都

港区

百万円

630,576

電子・電

気機械器

具の製造

・販売

(被所有)

30.5

(2.0)

－ － なし なし

電子部品等の

同社からの仕入

（特約店）

（注）１．有価証券報告書を提出しております。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況
　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品販売事業  223 (10)

電子機器販売事業  214 (30)

全社（共通）  41 (29)

合計   478 (69)

　（注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数（期間社員、契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は

（ ）に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

　　　　２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の総務・経理部門及び情

報システム部門に所属しているものであります。

(2)提出会社の状況
　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 217 (42) 37.6 9.8 6,585,292

　（注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数（期間社員、契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は

（ ）に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

　　　　２. 平均年間給与は税込支払給与額の平均であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3)労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、消費税等に係る会計処理方法につき、税抜方式を採用しているため、以下の記

載金額には消費税等は含まれておりません。

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は堅調な企業収益や設備投資の増加等により穏やかな回復基調を

維持いたしました。しかし後半は、原油・原材料の高騰に加え、昨夏以降顕著となったサブプライムローン問題に

端を発する世界の金融市場の混乱・株式市況の悪化により、先行きの不透明感が増大いたしました。当社グルー

プが関連しておりますエレクトロニクス業界におきましては、デジタルテレビ、デジタルスチルカメラや携帯電

話を始めとするIT・デジタル関連製品の販売好調により、電子部品の需要も旺盛でありました。当社グループにお

きましても、市場の旺盛な需要を受けて販売が好調に推移いたしました。しかし、販売手数料の増加や財務報告に

係る内部統制システム構築に伴う一時的費用の発生により、販売費及び一般管理費が増加いたしました。また、第

４四半期における急激な円高の進行に伴う為替差損の発生により、営業外損益は悪化いたしました。

この結果、当連結会計年度の売上高は1,285億85百万円（前連結会計年度比9.3％増）、営業利益は23億３百万円

（前連結会計年度比26.7％増）、経常利益は16億60百万円（前連結会計年度比3.9％減）となりました。当期純利

益は８億40百万円となり、前連結会計年度と比較して43.8％減となりました。当期純利益が前期と比較して大きく

減少した主な要因としては、前連結会計年度における固定資産売却による特別利益の計上、及び固定資産の売却

・引渡しに伴う土地再評価差額金の取り崩しによる法人税等の負担額減少といった特殊要因がなくなったこと

が挙げられます。

　

当連結会計年度のセグメント別概況は次のとおりであります。

　

①　事業の種類別セグメント

ア．電子部品販売事業

電子部品販売事業におきましては、デジタルスチルカメラ及び携帯電話向けを中心に販売が堅調でありま

した。特に、携帯電話向けLCDやデジタルスチルカメラ向けバッテリーが伸長したほか、海外製半導体につき

ましても好調に推移いたしました。一方、アジア地域におきましては、ローカル顧客向けの光学ピックアップ

商品や携帯電話向けイメージセンサーの売上が減少いたしました。

以上の結果、売上高は1,054億49百万円（前連結会計年度比11.2％増）、営業利益は22億11百万円（前連結

会計年度比27.8％減）となりました。

イ．電子機器販売事業

電子機器販売事業におきましては、ケーブルテレビ局や地方局向けの放送機器の販売や、企業向けAV機器

の販売が概ね堅調でありました。しかし年度後半には、景気の先行きの不透明感から顧客に投資を控える動

きが現れ、需要が減少いたしました。イメージセンシングビジネスにつきましては、海外向けの販売を中心に

伸長いたしました。しかし、比較的利益率の低い海外販売が増加したほか、ビジネス拡大に向けた先行投資等

により費用が増加したことで、営業利益は減少いたしました。高利益率のセキュリティソリューションビジ

ネスや教育用AVシステム販売につきましては、不調であった前連結会計年度から大きく伸長いたしました。

以上の結果、売上高は231億35百万円（前連結会計年度比1.4％増）、営業利益は８億34百万円（前連結会計

年度比4.5％減）となりました。

　

②　所在地別セグメント

ア．日本

日本におきましては、主力商品であるイメージセンサーの販売が、デジタルスチルカメラ及び携帯電話向

けに堅調だったほか、携帯電話向けLCDの販売が大きく伸長いたしました。海外半導体につきましても、デジ

タル家電製品向けに販売が好調でありました。また、放送機器及び企業向けAV機器の販売も堅調に推移いた

しました。

以上の結果、売上高は1,102億62百万円（前連結会計年度比16.9％増）、営業利益は24億84百万円（前連結

会計年度比26.0％増）となりました。
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イ．アジア

アジア経済は、中国を中心に輸出及び設備投資が堅調なことから、景気拡大を維持しました。当社グループ

におきましては、デジタルスチルカメラ向けバッテリーやイメージセンシングビジネス商品の販売が好調

だったものの、ローカル顧客向け光学ピックアップ商品や携帯電話向けイメージセンサーの売上が減少いた

しました。しかし、利益率の向上及び販売費及び一般管理費の減少により、前連結会計年度と比較して営業利

益は増加いたしました。

以上の結果、売上高は314億13百万円（前連結会計年度比6.1％減）、営業利益は５億70百万円（前連結会計

年度比3.1％増）となりました。

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、59億73百万円（前連結

会計年度末比５億43百万円増）となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に、仕入債務の８億96百万円の増加、棚卸資産の５億81百万円の減

少、減価償却費３億12百万円及び税金等調整前当期純利益16億15百万円が、法人税等の支払額１億94百万円に

より一部相殺されたことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、有形固定資産の取得による支出１億45百万円が、投資有価証券

の売却による収入52百万円により一部相殺されたことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、平成17年３月期末に発行した社債32億円の償還に伴う支出と短

期借入金の純減額７億31百万円が、長期借入金の純増額20億95百万円により一部相殺されたことによるもので

あります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品販売事業 98,532 109.9

電子機器販売事業 12,511 100.9

合計 111,043 108.8

　（注）　金額は仕入価格により表示しております。

(2)生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子機器販売事業 6,852 101.0

　（注）　金額は製造原価により表示しております。

(3)受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

電子機器販売事業 8,220 97.0 898 101.3

　（注）　金額は販売価格により表示しております。

(4)販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

電子部品販売事業 105,449 111.2

電子機器販売事業 23,135 101.4

合計 128,585 109.3
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３【対処すべき課題】

　当社グループのビジョンの一つである「総合的に業界でベンチマークされる企業になる」とは、すなわち、エク

セレントカンパニーへの挑戦であります。財務数値、顧客満足、業務改革、社会貢献、組織風土、人材といった全方

位的観点からベンチマークされる企業となり得るよう、人材強化、組織風土改革、システム整備を礎とし、業務プ

ロセスの継続的な改善、顧客・サプライヤー価値の創造を通して、利益の創造、企業価値向上を図ってまいりま

す。中長期的な経営戦略と対処すべき課題は以下の通りであります。

(1)安定した経営基盤の構築

　当社グループのビジョンの一つである「いかなる環境下においても成長する」の実現を目指して、景気やアプ

リケーション市場の変動に左右されない経営基盤（事業ポートフォリオ）の構築を推進してまいります。

①　電子部品販売事業

　電子部品販売事業におきましては、顧客への価値提案と成長領域への集中によって、当社ビジネスの柱である

ソニーデバイスビジネスの一層の強化を図ってまいります。ソニー株式会社との綿密な連携により戦略的な販

売体制を敷くとともに、顧客との良好な関係構築に努めることで、ソニー株式会社、当社、顧客の三者間の繋が

りを確固たるものとして売上拡大に結びつけてまいります。従来より取り組んでいる新規ベンダーの開拓によ

る取り扱い商材の充実につきましても、ソニーデバイスのラインナップを補完するべく、より強化してまいり

ます。新規商材の開拓・拡販を担当する販売推進部隊を核として、ライン営業及び技術部隊との連携により、い

わゆるニュービジネスを売上に結びつける活動を推進してまいります。

②　電子機器販売事業

　電子機器販売事業におきましては、当社とソニーマーケティング株式会社の合弁で設立した共信コミュニ

ケーションズ株式会社を中心に、放送関連市場や企業・文教・メディカル市場向けに事業活動を行っておりま

す。電子機器販売市場は価格競争が厳しく、拡販活動の強化や営業効率の追求など安定した収益の確保に向け

た諸施策が常に求められております。ソニーマーケティング株式会社をはじめとしたサプライヤーと連携した

拡販活動の強化によって既存市場の掘り起こしを進めていくほか、CATV市場、メディカル市場といった新規市

場への積極的な進出や、通信と放送の融合に伴う新たなビジネス案件の獲得などにより、収益源の拡大を目指

してまいります。一方、FA用、車載用カメラの販売を手がけるイメージセンシングビジネスにつきましては、市

場の将来性・有望性に鑑み、販売体制及びマーケティング戦略の強化により、より一層のビジネス拡大を図っ

てまいります。

③　環境ソリューション事業

　さらに当社では、顧客に新たな付加価値を提供するべく、平成17年５月より環境ソリューション事業に参入

し、社会貢献とビジネスとしての収益性を両立させる新しい事業形態の早期確立を目指しております。世界レ

ベルで環境に対する意識が高まる中、環境対応を迫られている当社の主要顧客であるエレクトロニクスメー

カーを中心に、ソリューションを提案・提供することで当社既存の電子部品販売事業とのシナジー効果を発揮

させ、事業拡大を図ってまいります。

④　競争力・生産性の向上

　経営基盤の強化にとって、効果的・効率的な人材活用と組織運営は不可欠であります。自律型人材の育成や、

バランススコアカードを活用し、コーポレートと従業員の目的・目標に一貫性を持たせることによる組織活力

の向上など、中期的な競争力・生産性向上につながる施策を展開してまいります。

(2)海外事業の強化

　顧客メーカーの生産拠点の海外シフト等により、海外売上高は当社グループの売上高の約40％を占めるに至っ

ております。今後は飽和状態にある日本市場と対照的に成長ステージにあるアジアの市場、特に中国でのビジネ

ス展開が当社グループの持続的成長には不可欠であります。

　中国においては、日系メーカーの海外シフトへ従来通り積極的に対応していくとともに、ローカルビジネスを重

要なビジネスの柱と捉え、その拡大に注力してまいります。具体的にはローカルビジネスに精通した人材を確保

するとともに、セールス・スキルアップを行い、ローカルメンバーを中心とした体制によるソリューション提案

型ビジネスを展開してまいります。また、日本の販売推進部隊との密接な連携により、ビジネス拡大のための新商

材の発掘と拡販を強化してまいります。

　また、ソニー株式会社のアジアにおける拠点との協業体制を確立するべく、営業面、技術面でさまざまな協議・

支援を行っているところであります。
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(3)特徴ある技術商社を目指した技術力強化

　当社の目指す「特徴ある技術商社」は、当社技術部門であるテクノロジーセンターが顧客に対し独自の付加価

値を提供し、電子部品販売事業とのシナジーを形成することにより実現できると考えております。具体的には、当

社が長年にわたって蓄積してきた独自技術によるソリューション提案を行うことで、顧客の製品開発の効率化を

促進させてまいります。また当社と密接な関係を持つソニー株式会社の半導体事業及びプロダクツに技術強化の

ベクトルを対応させていき、相乗効果を発揮させてまいります。並行して次世代技術への選択・集中を行い、技術

レベルの向上を目指します。これらの活動を通じて当社は、顧客ニーズに対応していく技術スタイルから顧客メ

リットの提案ができる技術スタイルへの変貌を果たし、自らの存在意義を高めてまいります。更には、技術サポー

ト部隊という従来のポジションから活動のフィールドを広げ、開発受託ビジネスにおいて大手半導体メーカーと

の協業を進めるなど、高付加価値ビジネス開拓に力を注ぎ、収益面での貢献を果たしてまいります。

(4)経営品質の向上

　当社グループはお客様満足の実現を第一義と考えており、社是の一つである「顧客第一の経営」を現実のもの

とすべく、「顧客満足の向上」、「業務品質の向上」、「企業業績の向上」、ひいては、「経営品質の向上」を目的

として、当社国内全事業所ならびに関係会社である株式会社インフィニテック、平成堂株式会社において、平成17

年３月にISO9001規格の認証を取得し、品質向上に向けての取り組みを強化しております。平成18年４月からは

ISO14001の環境マネジメントシステムとの統合運用を開始し、当社における重要な経営革新のツールとしての位

置付けをより明確なものにいたしました。今後もマネジメントシステムを有効活用することで、当社グループの

経営品質を継続的に改善・向上させ、顧客満足向上、社会環境貢献を実現してまいります。

　また、法令として要求されている財務報告に係る内部統制システムの構築・運用に関しても財務報告の信頼性

確保に留まらず、業務の透明化・標準化・効率化により、更なる経営品質の向上に努めてまいります。

(5)積極的なIR活動

　当社は、あらゆるステークホルダーの当社に対する理解を促進し、適正な評価と信頼を得るために、当社に関す

る情報の公正・適時適切な開示を行うとともに、積極的かつわかりやすいIR活動を実践しております。公式ホー

ムページのIR情報サイトに個人株主・投資家専門のページを設け、個人投資家の皆様に容易に当社についての理

解を深めていただけるようにしたほか、IRメールマガジンを月１回のペースで発行して情報発信の機会を増やす

ことに努めております。そのほか、株主向け報告書を通じたアンケートによって株主の皆様から意見を収集し、当

社からの一方的な情報発信ではない双方向コミュニケーションの実現を目指しております。

　今後も情報の適時更新と内容の充実に努め、株主・投資家の皆様と良好なコミュニケーションを推進してまい

ります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生時の対応に努める方針でありま

す。なお、以下のリスク項目は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅したものではありません。また、文

中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1)電子部品販売事業における顧客の需要動向による影響について

　当社グループ（当社及び子会社）の電子部品販売事業の取扱商品は半導体、電子部品でありますので、顧客の半

導体需要動向及びそれらを搭載した顧客製品の消費動向は業績に大きな影響を与える可能性があります。　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　また、受発注管理の徹底により商品在庫を抑えることに留意しておりますが、顧客需要の急激な冷え込みにより、

商品在庫過多に陥る可能性があります。

(2)電子機器販売事業における景気変動による影響と事業の季節変動について

　当社グループの電子機器販売事業は、放送関連市場、企業・学校・官公庁市場を主な市場としている特性から、顧

客の予算執行に大きく依存し、景気変動や顧客を取り巻く経営環境に伴い顧客が予算を執行しない場合は当社グ

ループの業績が影響を受ける可能性があります。

  また、顧客の予算執行の関係で期末の９月と３月に売上高が集中する傾向にあり、期末月の売上予測を過大に見

積もった場合、当社グループの業績予測に少なからぬ影響を及ぼす可能性があります。

(3)特定の取引先への依存度が高いことについて

　当社グループはソニー株式会社と半導体、電子部品販売に係る特約店契約を締結し、ソニーマーケティング株式

会社と情報関連機器等販売に係る特約店契約を締結しており、これら２社からの仕入高の当社グループ全仕入高

に占める割合は当連結会計年度では約57％となっております。従いまして、ソニー株式会社もしくはソニーマーケ

ティング株式会社の経営戦略の変更等は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)為替変動の影響について

　当社の輸出ビジネスは、平成16年４月以降は仕入通貨、回収通貨はそれぞれ主として米ドル建てに変更されてお

りますが、為替変動によるリスクを全て排除することは不可能であります。

(5)人材の確保及び育成について

　当社グループは優れた人材の採用及び育成を最重要課題の一つと認識しており、特に有能なエンジニアは今後の

当社グループの事業拡大に不可欠であります。こういった人材を確保または育成できなかった場合には、当社グ

ループの事業展開や経営成績に影響が及ぶ可能性があります。

(6)競合について

　当社グループの商品カテゴリーを扱う商社は多数存在するため、価格競争の激化、技術革新に伴う商品の陳腐化

といった要因が業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7)海外進出に伴うリスクについて

　当社グループは海外ビジネスの拡大を大きな経営目標に掲げており、特に中国でのビジネスに注力を続けており

ます。そのため、中国における政治・経済状況の変化、法律・税制の変化、労働力不足と人件費高騰及び日中関係の

変化等が業績に影響を与える可能性があります。また、日系メーカーを中心とした中国生産シフト動向に変化が生

じた場合や注力しているローカルビジネス拡大戦略が予定通り進捗しない場合は、当社グループの業績に影響が

生じる可能性があります。

(8)退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運

用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または、前提条件が変更された場

合はその影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用

及び計上される債務に影響を及ぼします。今後の割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グループの業績と財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。
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(9)環境ソリューション事業への参入について

　当社では世界レベルでの環境意識の高まりに対応するべく、環境ビジネスへの取り組みをおこなっております。

環境問題への対応を迫られる大手電機メーカーなどを対象に、様々なソリューションを提案・提供するとともに、

環境コンサルティングをも視野に入れており、既存ビジネスとのシナジー効果も生まれるものと期待しておりま

す。しかし、当社にとって過去に経験のないまったくの新規事業であるため、事業への投資、顧客開拓、人材育成と

いったさまざまな課題があります。現状もビジネスを軌道に乗せるべくまさにこれらの課題に取り組んでいる最

中であり、これらが順調に解決できない場合、当事業の立ち上げに影響が出る可能性があります。

(10)技術投資に関するリスクについて

　当社グループでは、同業他社との差別化を図り電子部品商社としての付加価値を顧客に提供するべく、技術力の

強化に努めております。サプライヤーの不得意あるいは手薄な技術分野を補完し、密接な協力体制を構築すること

で、自らの存在意義を高めていこうと考えており、そのための人材育成・確保といった先行投資にも力をいれてお

ります。しかしながら、半導体・電子部品の技術革新スピードは早く、対応するために必要となる投資額も増加の

一途をたどっております。ビジネス案件が頓挫し、投資額に見合ったリターンを得られないような場合、当社グ

ループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)特約店契約

会社名 契約先 契約品目 契約の内容 契約期間

共信テクノソニッ

ク株式会社

（提出会社）
ソニー株式会社

ソニー

製半導

体

情報機器メーカーの製品に組み込まれる

マイコン、ＣＣＤ等半導体販売に係わる特

約店契約

昭和38年11月１日より

１ヶ年以後自動更新

 

ソニー

製電子

部品

情報関連メーカーの製品に組み込まれる

光学ピックアップユニット、ＣＤ－ＲＯＭ

等販売に係わる特約店契約

昭和58年11月１日より

１ヶ年以後自動更新

 

ソニーマーケ

ティング株式会

社

ソニー

製特機

商品

学校・企業法人等で使用するカメラ・Ｖ

ＴＲ等ＡＶ機器・情報関連機器販売に係

わる特約店契約

昭和36年10月１日より

１ヶ年以後自動更新 

 

ソニー

製家電

商品

家庭用テレビ、ＶＴＲ等一般家庭用電気商

品販売に係わる特約店契約

昭和37年４月１日より

１ヶ年以後自動更新

 

ソニー

製記録

媒体品

放送局・番組制作会社等で使用するビデ

オテープ等販売に係わる特約店契約

昭和57年２月１日より

１ヶ年以後自動更新

共信コミュニケー

ションズ株式会社

（連結子会社）

ソニーマーケ

ティング株式会

社

ソニー

製情報

機器

放送局・番組制作会社・学校・企業等で

使用するカメラ・ＶＴＲ等ＡＶ機器・情

報関連機器販売に係わる特約店契約 

平成16年10月１日から

１ヶ年以後自動更新 

  

ソニー

製家電

商品

家庭用テレビ、ＶＴＲ等一般家庭用電気商

品販売に係わる特約店契約 

平成16年10月１日から

１ヶ年以後自動更新 

６【研究開発活動】

　当社グループでは、エレクトロニクス技術商社として顧客に付加価値を提供するべく、技術サポートを中心とした以

下のような研究開発に取り組んでおります。

　なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は28百万円となっております。

(1)電子部品販売事業

　技術部門であるテクノロジーセンターにおいて、顧客、サプライヤーに密着した技術サポートを展開するととも

に、大手半導体メーカーからのLSI受託開発及び次世代最先端技術の研究も行っております。

(2)電子機器販売事業

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、以下の分析が行われております。

　当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、ならび

に報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営

陣は、貸倒債権、棚卸資産、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対し

て、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づ

き、見積り及び判断を行います。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

(2)財務状態の分析

①　流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、395億73百万円（前連結会計年度末は403億67百万円）となり、７

億93百万円減少いたしました。これは主に、棚卸資産の減少（42億55百万円から35億37百万円へ７億17百万円

減）と受取手形及び売掛金の減少（293億72百万円から288億18百万円へ５億54百万円減）が現金及び預金の増

加（54億29百万円から59億74百万円へ５億44百万円増）により一部相殺されたことによるものであります。

②　固定資産

　当連結会計年度末の固定資産の残高は、13億95百万円（前連結会計年度末は15億97百万円）となり、２億２百万

円減少いたしました。無形固定資産の減少（４億52百万円から２億16百万円へ２億36百万円減）が主な要因であ

ります。

③　流動負債

　当連結会計年度末の流動負債の残高は、270億89百万円（前連結会計年度末は274億90百万円）となり、４億１百

万円減少いたしました。これは主に、短期借入金の減少（14億20百万円から６億79百万円へ７億40百万円減）と

一年以内償還予定の社債の減少（32億円から25億円へ７億円減）が、一年以内返済予定の長期借入金の増加（11

億55百万円から17億21百万円へ５億66百万円増）と支払手形及び買掛金の増加（202億32百万円から205億15百

万円へ２億82百万増）により一部相殺されたものであります。一年以内償還予定の社債の減少額は、償還を完了

した平成17年３月期末に発行した32億円と一年以内償還予定となり固定負債から移動した平成18年３月期末に

発行した25億円の差額であります。

④　固定負債

　当連結会計年度末の固定負債の残高は、42億10百万円（前連結会計年度末は51億87百万円）となり、９億77百万

円減少いたしました。これは主に、社債の減少（平成18年３月期末に発行した25億円が一年以内償還予定となり

流動負債へ移動）が長期借入金の増加（22億29百万円から37億58百万円へ15億29百万円増）により一部相殺さ

れたことによるものであります。

⑤　純資産

　当連結会計年度末の純資産の残高は、96億70百万円（前連結会計年度末は92億87百万円）となり、３億83百万円

増加いたしました。これは主に、利益剰余金の増加（52億94百万円から59億91百万円へ６億97百万円増）が評価

・換算差額等の減少（３億86百万円から53百万円へ３億33百万円減）により一部相殺されたことによるもので

あります。

(3)経営成績の分析

　当連結会計年度における損益計算書の概要は以下のとおりであります。

売上高        1,285億85百万円（前連結会計年度比 9.3％増）

売上総利益       99億79百万円（前連結会計年度比 7.5％増）

営業利益         23億３百万円（前連結会計年度比26.7％増）

経常利益         16億60百万円（前連結会計年度比 3.9％減）

当期純利益       ８億40百万円（前連結会計年度比43.8％減）

　当連結会計年度における売上総利益率は7.8％（前連結会計年度は7.9％）となり、0.1％低下しました。事業の種

類別に見ますと、電子部品販売事業が5.8％（前連結会計年度から0.1％低下）、電子機器販売事業が16.9％（前連

結会計年度から0.7％上昇）であります。電子機器販売事業において、利益率の高い教育用AVシステムが大きく伸

長したこと等により売上総利益率が上昇したものの、電子部品販売事業においては、市場競争による価格下落の

影響を受けて売上総利益率が低下いたしました。電子部品販売事業の販売構成比率が高いため、結果として全体

の売上総利益率が低下いたしました。

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、76億76百万円（前連結会計年度は74億69百万円）となり、２

億６百万円増加いたしました。販売手数料の増加や財務報告に係る内部統制システム構築に伴う一時的費用の発
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生が主な要因であります。

　当連結会計年度における営業外損益（営業外収益マイナス営業外費用）は、６億42百万円の費用超過（前連結

会計年度は89百万円の費用超過）となり、５億53百万円悪化いたしました。第４四半期における急激な円高の進

行に伴い、為替差損が５億39百万円悪化したことが主な要因であります。

　特別利益として、32百万円（前連結会計年度は３億97百万円）を計上しており、３億64百万円減少いたしまし

た。これは、主に前連結会計年度の特別利益に固定資産売却益３億84百万円が含まれていることによるものであ

ります。特別損失は、77百万円（前連結会計年度は59百万円）となり、18百万円増加いたしました。この中には、グ

ループ会社の共信コミュニケーションズ株式会社の本社移転損失46百万円が含まれております。

　当連結会計年度における法人税等の負担率は41.1％（前連結会計年度は21.9％）となりました。前連結会計年度

における法人税等の負担率が低かった理由は、主に固定資産の売却・引渡しに伴う土地再評価差額金の取り崩し

により、法人税等の負担額が軽減されたことによるものであります。

　以上により当連結会計年度の当期純利益は８億40百万円（前連結会計年度は14億95百万円）となりました。

(4)キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー計算書の概要は以下のとおりであります。

現金及び現金同等物の期末残高　　        59億73百万円（前連結会計年度末比５億43百万円増）

営業活動によるキャッシュ・フロー　    　31億16百万円（前連結会計年度比　67億19百万円増）

投資活動によるキャッシュ・フロー      △１億２百万円（前連結会計年度比　７億56百万円減）

財務活動によるキャッシュ・フロー　    △20億５百万円（前連結会計年度比　21億21百万円減）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主に、仕入債務の８億96百万円の増加、棚卸資産の５億81百万円の減少、

減価償却費３億12百万円及び税金等調整前当期純利益16億15百万円が、法人税等の支払額１億94百万円により一

部相殺されたことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、有形固定資産の取得による支出１億45百万円が、投資有価証券の売

却による収入52百万円により一部相殺されたことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、平成17年３月期末に発行した社債32億円の償還に伴う支出と短期

借入金の純減額７億31百万円が、長期借入金の純増額20億95百万円により一部相殺されたことによるものであり

ます。

(5)経営者の問題認識と今後の方針について

　景気やアプリケーション市場の変動に左右されない経営基盤（事業ポートフォリオ）を構築することが重要な

経営課題と考えております。

　電子部品販売事業におきましては、CCDやCMOSセンサーといったイメージングデバイスを中心としたソニーデ

バイスビジネスという大きな柱を補完する意味で、従来より取り組んでいる新規ベンダーの開拓により取り扱い

商材の拡充を加速させる必要があります。米国シリコンバレーの駐在員事務所からの情報に基づくベンチャー企

業の商材発掘や大手汎用半導体メーカーの販権獲得に注力しており、徐々に成果が出てきておりますので、この活

動を継続してまいります。また、電子部品販売事業の拡大には、当社技術陣が保有する独自技術を差別化要因とし

て活用することも不可欠であり、その技術力強化にも傾注してまいります。

　電子機器販売事業を取り巻く市場環境は、通信と放送の融合、さまざまな分野でのHD（ハイビジョン）化、セ

キュリティ関連市場拡大といった大きな転換期にあり、その流れに対応していく必要があります。ソニー製品にそ

の他の国内・海外メーカーの革新的な製品を加えることによる製品ラインアップの拡充や事業パートナーとの連

携強化により、ソリューションビジネスを拡大してまいります。

　当該事項は当連結会計年度末現在において判断したものであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、重要な設備投資は実施しておりません。

　なお、当連結会計年度において、連結子会社の共信コミュニケーションズ株式会社の本社移転に伴い、子会社本

社移転損失を46百万円計上しております。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1)提出会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

　土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(東京都品川区)

全社(共通)

電子部品

統括業務施設

営業販売施設
20 － 21 41

150

(28)

上尾ロジスティックスセン

ター

(埼玉県上尾市)

電子部品

電子機器
物流業務施設 22 － 4 26

3

(8)

西東京営業所

他６営業所
電子部品 営業販売施設 5 － 1 6

40

(5)

多摩オフィス

(東京都日野市） 
電子機器 営業販売施設 6 － 1 8

24

(1)

(2)国内子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

共信コミュ

ニケーショ

ンズ

株式会社

本社

(東京都品川区)
電子機器 営業販売施設 55 － 26 81

152

(24)

平成堂　　株

式会社

本社

(香川県丸亀市)
電子機器 営業販売施設 6

42

(738.07)
2 50

10

(2)

株式会社

インフィニ

テック

本社

(東京都品川区)
電子機器 営業販売施設 0 － 3 4

20

(1)

(3)在外子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

本社

(中国香港)

電子部品

電子機器
営業販売施設 － － 1 1

29

(－)

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(K) CO.,LTD.

本社

(大韓民国)

電子部品

電子機器
営業販売施設 － － 9 9

30

(－)
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会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

SHANGHAI

KYOTEC

ELECTRONIC

TRADING.

CO.,LTD.

本社

(中国上海)
電子部品 営業販売施設 － － 6 6

12

(－)

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(S)PTE LTD

本社

(シンガポール)

電子部品

電子機器
営業販売施設 － － 1 1

5

(－)

KYOSHIN

COMMUNICATIONS

(KOREA)CO.,LTD.

　

本社

(大韓民国)
電子機器 営業販売施設 2 － 34 36

3

(－)

　（注）１．帳簿価額「その他」は、車両運搬具，工具器具及び備品であります。

２．従業員数の（ ）は、平均臨時従業員数を外書しております。

３．上記の他、提出会社の主要なリース設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容 年間リース料（百万円）

本社

（東京都品川区）

全社（共通）

電子部品

統括業務設備

営業販売設備
31

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,296,000

計 28,296,000

②【発行済株式】

　種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数
(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,148,400 　7,148,400 ジャスダック証券取引所 －

計 7,148,400 　7,148,400 － －

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(３)【ライツプランの内容】

 　該当事項はありません。

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
　 （株）

発行済株式総
数残高
　 （株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
 （百万円）

資本準備金残
高
 （百万円）

平成13年３月31日

（注）
28,800 7,148,400 11 1,433 12 1,571

　（注）新株引受権付社債の新株引受権行使による増加

〔平成12年４月１日～平成13年３月31日〕

(５)【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 11 9 38 10 2 1,411 1,481 －

所有株式数（単元） － 5,732 188 29,388 2,687 14 33,460 71,469 1,500

所有株式数の割合

（％）
－ 8.03 0.26 41.11 3.76 0.02 46.82 100.0 －

　（注）１.自己株式264株は、「個人その他」に２単元及び「単元未満株式の状況」に64株含めて記載しております。

        ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。
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(６)【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ソニー株式会社 東京都港区港南1－7－1 2,035 28.48

春名 昌哉 埼玉県さいたま市大宮区 216 3.02

有限会社ホウエツ 東京都杉並区久我山2－14－11 192 2.69

中澤 三之助 群馬県伊勢崎市 183 2.56

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町1－1－5

（東京都中央区晴海1－8－12）
174 2.43

北愛知リース株式会社 愛知県名古屋市北区若葉通1－38 158 2.22

松永 尚子　 東京都渋谷区　 157 2.19

共信テクノソニック従業員持株会 東京都品川区西五反田1－31－1 155 2.18

有限会社タツエイ　 東京都中野区野方2－20－6－203 148 2.07

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 144 2.01

ソニーマーケティング株式会社 東京都港区高輪4－10－18 144 2.01

計 － 3,710 51.90

(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

200
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

7,146,700
71,467 ―

単元未満株式
普通株式

1,500
― ―

発行済株式総数 7,148,400 ― ―

総株主の議決権 － 71,467 ―

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

共信テクノソニック

株式会社

東京都品川区西五反

田1-31-1
200 　－ 200 0.00

計 ― 200 　－ 200 0.00

(８)【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

   【株式の種類等】　　  該当事項はありません。

　 (１)【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　 (２)【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　 (３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　　 該当事項はありません。

   (４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　 当事業年度 当期間

　区分 株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株）

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式 
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 264 － 264 －

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 25/102



３【配当政策】

　当社は株主各位への利益還元を経営の最重要課題の一つと考え、平成20年３月期より業績に左右されない安定

した配当と業績連動型の配当をミックスした配当政策を実施することを基本方針としております。より具体的に

は、連結純資産（少数株主持分控除後）の１％（連結純資産の充実に伴い、料率を変化させる可能性がありま

す）を安定配当の原資とし、それに連結当期純利益金額に応じた業績連動型配当を上乗せする形で配当額を決定

いたします。また、内部留保資金につきましては、今後ますます激化する市場競争に対応するため、営業力・技術

開発力強化に向けた投資、新規ビジネス拡大のための投資、運転資金、財務体質強化に活用する予定であります。

　当期の期末利益配当金につきましては、第４四半期の急激な円高の進行により、連結当期純利益金額が期初の配

当金予想の基となった額を下回りましたが、当初の予定どおり１株当たり期末普通配当金として25円を実施いた

しました。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。また当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を

基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年５月26日

取締役会決議
178 25

４【株価の推移】

(１)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 950 ※1,250 1,277      1,289         1,028

最低（円） 530 600 620 866 656

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第44期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。

(２)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 895 870 899　 835 791 750

最低（円） 849 829 839 725 710 656

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長
－ 丸山　保夫 昭和22年６月24日生

昭和45年４月 ソニー株式会社入社

平成７年11月 ソニーインターナショナル

シンガポール　Audio部門長

平成９年11月 ソニーインターナショナル

香港　社長 

平成11年５月　 ソニーインターナショナル

シンガポール　社長　

　 ソニーエレクトロニクスシ

ンガポール　社長

平成15年５月 ソニー香港　社長

平成19年４月 ソニー中国　取締役CFO

平成20年５月 当社入社

当社顧問

平成20年６月 当社代表取締役社長就任

（現任）

（注）

3
－

専務取締役 管理本部長 山川　良三 昭和22年４月20日生

昭和46年４月 東京三洋電機株式会社

　 （現 三洋電機株式会社）

入社

平成３年９月 株式会社テクノソニック

入社

平成10年６月 同社取締役管理部門長就任

平成12年４月 当社執行役員就任

平成12年７月 当社執行役員常務就任

平成13年６月 当社取締役経営企画室長

就任

平成15年６月 当社常務取締役総合企画室

長就任

平成17年6月 株式会社インフィニテック

代表取締役社長就任

（現任）

平成17年10月 当社常務取締役総務部門長

就任

平成19年４月 当社常務取締役管理本部長

就任

平成19年６月 当社専務取締役管理本部長

就任（現任）

（注）

3
28
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

常務取締役

電子

デバイス

営業本部長

小島 茂 昭和28年２月25日生

昭和55年８月 東京三洋電機株式会社

　 （現三洋電機株式会社）

入社 

平成２年２月 株式会社テクノソニック

入社

平成12年７月 当社執行役員就任

平成15年４月 当社執行役員常務エレクト

ロニックデバイスビジネス

カンパニープレジデント

就任

平成15年６月 当社取締役エレクトロニッ

クデバイスビジネスカンパ

ニープレジデント就任

平成17年４月 当社取締役第一営業部門長

就任

平成19年４月 当社取締役電子デバイス営

業本部長就任

平成19年６月 当社常務取締役電子デバイ

ス営業本部長就任（現任） 

（注）

3
12

常務取締役 －  谷　靖弘 昭和28年２月７日生 

昭和50年８月 三信電気株式会社入社

平成２年11月 当社入社

平成12年７月 当社執行役員就任 

平成15年４月 当社執行役員常務就任  

平成16年９月 当社退社 

平成16年10月 共信コミュニケーションズ

株式会社入社

同社代表取締役就任

（現任）

平成19年６月 当社取締役就任

平成20年６月 当社常務取締役システムソ

リューション営業本部長

（兼）ISS営業部門長就任

（現任）

（注）

3
 13

 

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 28/102



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役  

デバイスソ

リューショ

ン営業本部

長

野口　正晴 昭和26年３月28日生 

昭和48年11月 オーエス精器株式会社（現

オーエスエレクトロニクス

株式会社）入社 

平成２年２月 株式会社テクノソニック

（現共信テクノソニック株

式会社）入社 

平成13年７月 当社執行役員就任  

平成19年３月 当社執行役員退任

（執行役員制度廃止に伴

う） 

平成19年４月 当社デバイスソリューショ

ン営業本部デバイスソ

リューション営業部門長就

任  

平成19年６月 当社取締役デバイスソ

リューション営業本部デバ

イスソリューション営業部

門長就任

平成20年４月 当社取締役デバイスソ

リューション営業本部長就

任（現任） 

（注）

3
 12

取締役  

電子デバイ

ス営業本部

副本部長

（兼）第二

デバイス営

業部門長 

井上　充治  昭和31年６月18日生

昭和55年４月 兼松セミコンダクター株式

会社（現兼松株式会社）入

社 

平成12年４月 当社入社 

平成16年７月 当社執行役員就任  

平成19年３月  当社執行役員退任

（執行役員制度廃止に伴

う）  

平成19年４月 当社電子デバイス営業本部

第二デバイス営業部門長就

任  

平成19年６月 当社取締役電子デバイス営

業本部第二デバイス営業部

門長就任  

平成20年４月　 当社取締役電子デバイス営

業本部副本部長（兼）第二

デバイス営業部門長就任  

（現任） 　

（注）

3
 －

取締役  － 長谷川　明宏  昭和30年10月25日生

昭和55年４月 ソニー株式会社入社 

平成２年10月 Sony Electronics Inc.,

CCPG,Graphic Display,

Director

平成15年３月 Sony Electronics Inc.,

Component Solutions

Business Division,

President 

平成20年１月  同社（兼）ソニー株式会社

デバイス営業統括部門長

（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

（注）

3
 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

常勤監査役 －  奥山　美之  昭和19年４月30日生

昭和42年４月 ソニー商事株式会社 

　 （現ソニーマーケティング

株式会社）入社 

昭和56年１月 ソニー株式会社入社 

平成11年４月 株式会社アビックグループ

代表取締役就任 

平成14年４月 株式会社インターソリュー

ションズ代表取締役就任

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）

4
－

常勤監査役  －  冨岡　博行 昭和22年６月３日生 

昭和45年10月 三信電気株式会社入社 

平成元年10月 ケミハン株式会社入社 

平成９年１月 ソニーコンポーネント

マーケティング株式会社

取締役就任 

平成12年４月 当社執行役員 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）

6
5

監査役 － 石割　寿志 昭和33年９月25日生

昭和60年４月 佐藤和彦税理士事務所入職

平成元年４月 工藤久嗣税理士事務所入職

学校法人川口学園非常勤講

師

平成元年６月 東京税理士会税理士登録

東京支部

平成２年11月 石割税務会計事務所　開業

（現任）

平成20年６月 当社監査役就任（現任）

（注）

4
－

監査役 － 稲葉　俊彦 昭和29年５月６日生

昭和57年４月 ソニー株式会社入社

平成11年８月 Sony United Kingdom Ltd.

DIRECTOR就任

平成14年６月 当社監査役就任

平成15年６月 当社監査役退任

平成16年４月 ソニー株式会社マイクロシ

ステムズネットワークカン

パニーデバイス＆アプリ

ケーション営業本部企画管

理部統括部長

平成17年６月 当社監査役就任（現任）

平成20年３月 ソニー株式会社デバイス営

業統括部門管理部統括部長

（現任）

（注）

5
－

    計 　 70

　（注）１．取締役　長谷川明宏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　　２．監査役　奥山美之、石割寿志及び稲葉俊彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　３．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　４．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　５．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　６．平成17年６月29日開催の定時株主総会において選任され、平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結

　　　　　　の時をもって辞任した監査役八木忠則の補欠として選任されましたので、その任期は、当社定款第32条

　　　　　　第２項の定めにより、平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の向上を目指し、新しい成長領域への展

開、海外事業の拡大を図っていく過程で、経営の効率性、健全性、透明性を高めるために必要な施策及び組織体制

の整備を実行していくことにあります。

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　平成20年３月31日現在、取締役会は８名（全員社内取締役）で構成されており、原則月１回開催し、会社法で定め

られた事項及び経営に関する重要事項について審議し、議決いたします。

　当社は監査役設置会社であります。監査体制の強化を図るべく４名の監査役を置いております。その４名のうち

３名が社外監査役であり、３名のうち１名は非常勤監査役としてソニー株式会社から受け入れております。同社及

び同社関係会社は当社グループの主要取引先でありますが、それぞれの取引は通常の取引であり金銭等の貸借関

係、保証被保証関係等はなく、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。社外監査役のうち１

名は常勤監査役として、社内の重要会議にも積極的に参加し、コーポレート・ガバナンス向上に向けて社内情報の

収集に努めております。

　内部監査部門として内部監査室を設置し、内部監査士の資格を持つ専任スタッフが監査役との連携のもと、業務

執行が適法かつ適正・合理的に行われているかについて監査を行い、各部門・連結子会社に対して問題点の指摘

・改善提案とそのフォローアップを行っております。

　経営審議会は、原則月１回開催し、取締役、部門長、統括部長、当社と業務上関わりの深い関係会社代表、さらには

内部監査室長を加え、連結ベースでの経営課題や重要事項について審議しております。また取締役、部門長、常勤監

査役が出席する週次のミーティングを開催しており、スピードを要する意思決定に資する協議を行っております。

　当社は、会計監査人につきましてはあらた監査法人に委嘱し、継続して会社法監査及び金融商品取引法監査を

受けております。当連結会計年度において、業務を執行した公認会計士は、代表社員・業務執行社員 岸信一氏、

業務執行社員 飯室進康氏であり、補助者は公認会計士３名、会計士補等７名、その他５名であります。当社と同

監査法人、業務執行社員との間には公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありませ

ん。

　また、平成18年５月11日に制定した内部統制基本方針について、コンプライアンス体制の更なる強化及び組織変

更に伴い、平成19年11月７日に下記の通り変更しております。

内部統制基本方針

　共信テクノソニック株式会社は、社是「顧客第一の経営、市場を創造する経営、個性尊重の経営」の実現と、当社およ

び当社の子会社（以下「グループ会社」）からなる共信テクノソニックグループの業務の適正を確保するための体制

（以下「内部統制」）の整備・推進、即ちグループ会社の業務プロセスを可視化し、且つ、リスクアプローチを遂行す

ることによりグループ会社の健全経営を常に維持することを目的に本基本方針を定める。また、基本方針および規程・

マニュアル等を状況変化に応じて適宜見直すことにより、内部統制の実効性の維持向上を図る。
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１．取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①グループ会社におけるコンプライアンス体制の基盤となる行動指針を定め、職務の執行に当たっては法令および

定款とともにこれを遵守することを徹底する。

②経営の客観性・透明性を確保し、コンプライアンス体制の監督を強化するため、取締役および外部者によるコンプ

ライアンス委員会を設置する。

③グループ会社の事業活動において法令・定款・行動指針違反等の発生およびその可能性のある事項を早期に発見

し是正するための内部通報制度を整備し、従業員および関係者からの報告体制を整える。

２．人的資源に対する方針と管理体制

　グループ会社の最適な人材資源の確保・育成と管理体制を明確にするため、人事理念・教育方針等を策定し、必要

な体制を整備する。

３．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、情報セキュリティ基本方針に基づく文書管理規程・情報セキュリティ管

理規程などを策定し、文書または電磁的媒体により記録・保存する。取締役および監査役は、必要に応じてこれらの

文書等を閲覧できるものとする。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　グループ会社の適切なリスク管理を行うため、グループリスクマネジメント規程を策定し、グループ会社の横断的

なリスクマネジメント体制を整備する。

５．財務報告の適正性を確保するための体制

　グループ会社として適正な財務報告が行われるよう、グループ財務報告基本方針に基づき、経理関係規程、内部統制

基本マニュアル等を策定し、必要な体制を整備する。

６．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

①事業活動に際しグループ会社における意思統一を図るため、取締役会において短期、中期若しくは長期の経営計画

を策定し、当該経営計画に基づき各グループ会社における基本方針・目標および予算等を策定する。

②取締役会は、取締役の職務の執行を迅速かつ効率的にするため、職務権限規程その他の業務運営規程に基づき、各

取締役および従業員の職務権限を定める。

③取締役会は、取締役の職務の執行のより一層の迅速化・効率化を図るため必要と認められる場合には、その内容が

定款変更に関わる場合を除き、取締役会規則に基づく組織機構の変更を行うことができる。

７．当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①コンプライアンス、リスク管理体制その他内部統制に必要な制度は、グループ会社を横断的に対象とするものと

し、当社がグループ会社個別の状況に応じてその管理運営にあたる。

②当社の内部監査室は、グループ会社の監査も行う。

③グループ会社の事業活動に係る決裁権限は、グループ会社管理規程による。

８．監査役がその職務を補助すべき人材を置くことを求めた場合における体制

　監査役の職務を補助するため、専任の従業員または外部の人材を配置する。

９．補助すべき従業員または外部の人材の取締役からの独立性に関する事項

①監査役の職務を補助する従業員または外部の人材に係る人事異動・人事考課・処罰等の決定については、事前に

監査役会の承認を得るものとする。

②監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員または外部の人材は、その命令に関して取締役からの指揮命令

を受けないものとする。

10．取締役および従業員の監査役への報告体制

①代表取締役および業務執行取締役は、取締役会規則の定めに従い、会社の業務執行の状況その他必要な情報を取締

役会において報告または説明する。

②取締役および従業員は、会社の信用または業績について重大な被害を及ぼす事項またはそのおそれのある事項を

発見した場合は、監査役に対し速やかに当該事項を報告する。

③監査役は、職務の執行にあたり必要となる事項について、取締役および従業員に対して随時その報告を求めること

ができる。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査の実効性を確保するため、監査役が取締役、従業員、内部監査室および会計監査人との間で積極的な意見・情報

の交換をできるようにするための体制および必要に応じ弁護士、公認会計士等の助言を受けることができる体制を

整備する。
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　当社は、かかる体制の下で経営及び業務の有効性・効率性の確保を図るほか、リスクマネジメント体制の構築、コン

プライアンスの徹底に努めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に応じて見直しを行い、内部統制システムの

改善・充実に努めてまいります。

(2)リスク管理体制の整備の状況

　当社を取り巻く経営環境はますます厳しさを増し、大きく変化していくと予想しており、企業価値の増大を図るた

めには、さまざまなリスクを適切に管理することが重要であります。

　そこで新規投資、契約締結等といった経営戦略上の意思決定に関するリスクについては、関係部門でその分析・対

策の検討を行っております。特に重要な案件については、経営審議会の場で十分な審議を行った上で、取締役会にて

意思決定を行い、その後の進捗についても週次、月次のミーティング等で継続的にウォッチしております。

　そのほか、平成17年10月１日に制定・施行したリスクマネジメント規程を、平成19年12月１日にグループリスクマ

ネジメント規程として改訂いたしました。この規程に従い、当社グループを取り巻くリスクを組織的かつ適切に管理

（予防、分析、対処、報告）しております。

　また、情報セキュリティに対する社会意識の高まりに対応すべく、社内体制・社内規程の整備を行い、平成19年７月

１日より情報セキュリティマネジメントシステムを運用しております。情報セキュリティ基本方針に則った、情報リ

スクとセキュリティ強化の重要性に関する社員教育、各種施策の運用徹底により、情報セキュリティ体制を確立して

おります。

(3)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況

　当連結会計年度において、取締役会は16回開催され、会社法で定められた事項及び経営に関する重要事項について

審議し、議決いたしました。また、監査役会は12回開催され、取締役会の職務遂行状況の確認、会計監査人の監査結果

聴取等を行っております。また、内部監査室と監査役の連携のもと、６回の内部監査を実施し、被監査部門・連結子会

社に対して問題点の指摘・改善提案とそのフォローアップを行いました。

(4)役員報酬等の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

取締役に支払った報酬　　 136百万円

監査役に支払った報酬　　  27百万円

(5)監査報酬の内容

当社の会計監査人であるあらた監査法人に対する報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額　　24百万円

上記以外の業務に基づく報酬の金額　　　　　　　　　　　　　　14百万円

　なお、当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である財務報告に係る内部統

制のアドバイザリー業務を委託しております。

(6)責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は720万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。

(7)取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によ

らないものとする旨も定款に定めております。

(8)取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

(9)剰余金の配当等の決定機関

　当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これば剰余金の配当等を取締役会

の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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(10)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第46期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

47期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び第46期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで）の連結財務諸表及び第47期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表に

ついて、あらた監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

(１)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   5,429   5,974  

２．受取手形及び売掛金 ＊３  29,372   28,818  

３．棚卸資産   4,255   3,537  

４．繰延税金資産   375   331  

５．その他   1,006   954  

貸倒引当金   △73   △41  

流動資産合計   40,367 96.2  39,573 96.6

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物及び構築物  178   215   

減価償却累計額  93 84  97 118  

(2) その他  419   414   

減価償却累計額  326 93  302 112  

(3) 土地   42   42  

有形固定資産合計   220 0.5  273 0.7

２．無形固定資産        

(1) その他   452   216  

無形固定資産合計   452 1.1  216 0.5

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ＊１  505   310  

(2) 繰延税金資産   57   112  

(3) その他 　  433   520  

貸倒引当金   △70   △37  

投資その他の資産合計   925 2.2  906 2.2

固定資産合計   1,597 3.8  1,395 3.4

資産合計   41,965 100.0  40,969 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ＊1＊3 20,232   20,515  

２．短期借入金   1,420   679  

３．一年以内償還予定の社
債 

  3,200   2,500  

４．一年以内返済予定の長
期借入金

  1,155   1,721  

５．未払法人税等   217   536  

６．繰延税金負債   －   8  

７．賞与引当金   369   338  

８．役員賞与引当金   23   23  

９．その他   871   766  

流動負債合計   27,490 65.5  27,089 66.1

Ⅱ　固定負債        

１．社債   2,500   －  

２．長期借入金   2,229   3,758  

３．繰延税金負債   3   3  

４．退職給付引当金   335   297  

５．役員退職慰労引当金   118   150  

固定負債合計   5,187 12.4  4,210 10.3

負債合計   32,677 77.9  31,299 76.4

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,433 3.4  1,433 3.5

２．資本剰余金 　  1,571 3.8  1,571 3.9

３．利益剰余金 　  5,294 12.6  5,991 14.6

４．自己株式 　  △0 △0.0  △0 △0.0

　　株主資本合計 　  8,299 19.8  8,996 22.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  144 0.3  72 0.2

２．為替換算調整勘定 　  242 0.6  △19 △0.1

　　評価・換算差額等合計 　  386 0.9  53 0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  600 1.4  620 1.5

純資産合計 　  9,287 22.1  9,670 23.6

負債純資産合計 　  41,965 100.0  40,969 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   117,662 100.0  128,585 100.0

Ⅱ　売上原価   108,375 92.1  118,605 92.2

売上総利益   9,286 7.9  9,979 7.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．荷造運賃  324   345   

２．販売手数料  108   204   

３．貸倒引当金繰入額  28   6   

４．役員報酬  384   409   

５．給与・賞与  2,533   2,510   

６．役員賞与引当金繰入額  23   23   

７．賞与引当金繰入額  357   338   

８．退職給付費用  197   195   

９．役員退職慰労引当金繰
入額

 31   50   

10．旅費交通費  411   414   

11．地代家賃  522   553   

12．支払リース料  138   124   

13．その他  ＊１ 2,409 7,469 6.3 2,499 7,676 6.0

営業利益   1,817 1.6  2,303 1.8

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息及び配当金  67   87   

２．仕入割引  42   11   

３．その他  77 188 0.2 44 142 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  170   162   

２．売上債権売却損  76   76   

３．為替差損  0   539   

４．その他  30 277 0.2 6 785 0.6

経常利益   1,727 1.6  1,660 1.3
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ＊２ 384   2   

２．貸倒引当金戻入額  2   22   

３．投資有価証券売却益  7   2   

４．役員退職慰労引当金
　　戻入額

 2   －   

５．会員権売却益  － 397 0.3 5 32 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ＊３ 6   5   

２．固定資産売却損 ＊４ 37   －   

３．投資有価証券評価損  14   24   

４．会員権売却損  －   1   

５．会員権評価損  0   0   

６．子会社本社移転損失  － 59 0.1 46 77 0.0

税金等調整前当期純利
益

  2,065 1.8  1,615 1.3

法人税、住民税及び事業
税

 400   594   

過年度法人税、住民税及
び事業税

 －   22   

法人税等調整額  51 452 0.4 46 663 0.5

少数株主利益   118 0.1  112 0.1

当期純利益   1,495 1.3  840 0.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 5,120 △0 8,126

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △142  △142

当期純利益   1,495  1,495

土地再評価差額金取崩額   △1,178  △1,178

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

  173  173

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 5,294 △0 8,299

 

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

171 － △1,178 187 △819 － 512 7,819

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当        △142

当期純利益        1,495

土地再評価差額金取崩額        △1,178

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△27 － 1,178 54 1,206 － 88 1,294

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△27 － 1,178 54 1,206 － 88 1,467

平成19年３月31日　残高
（百万円）

144 － － 242 386 － 600 9,287

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 5,294 △0 8,299

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △142  △142

当期純利益   840  840

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 697 － 697

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 5,991 △0 8,996

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

144 － 242 386 600 9,287

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当      △142
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

当期純利益      840

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△72 － △261 △333 19 △314

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△72 － △261 △333 19 383

平成20年３月31日　残高
（百万円）

72 － △19 53 620 9,670
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  2,065 1,615

減価償却費  391 312

貸倒引当金の増加額（減少額）  12 △58

退職給付引当金の減少額  △20 △39

役員退職慰労引当金の増加額  21 34

投資有価証券評価損  14 24

投資有価証券売却益  △7 △2

固定資産売却益  △384 △2

固定資産売却損  37 －

固定資産除却損  6 5

受取利息及び配当金  △67 △87

支払利息  170 162

為替差損益  △0 58

売上債権の減少額（増加額）  △3,477 157

棚卸資産の減少額（増加額）  △401 581

仕入債務の増加額（減少額）  △926 896

その他  3 △283

小計  △2,562 3,376

利息及び配当金の受取額  67 87

利息の支払額  △179 △152

法人税等の還付額　  － 108

法人税等の支払額  △929 △303

営業活動によるキャッシュ・フロー  △3,603 3,116
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  － △0

定期預金の払戻しによる収入  7 0

有形固定資産の取得による支出  △58 △145

有形固定資産の売却による収入  794 6

投資有価証券の取得による支出  △1 △2

投資有価証券の売却による収入  26 52

その他  △114 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー  654 △102

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の減少額  △653 △731

長期借入れによる収入  1,800 3,300

長期借入金の返済による支出  △846 △1,205

社債の償還による支出  － △3,200

少数株主の増資引受による払込額  8 －

配当金の支払額  △142 △142

少数株主への配当金の支払額  △48 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー  115 △2,005

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  74 △463

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（減少額）  △2,759 543

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  8,189 5,429

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  5,429 5,973
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社

 　連結子会社の数　10社

　 主要な連結子会社の名称

    KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC(K)CO.,

 LTD.

SHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC

TRADING.CO.,LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC(S)PTE LTD

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHEN

ZHEN)LTD.

KYOSHIN COMMUNICATIONS(K

OREA)

CO.,LTD.

共信コミュニケーションズ株式会社

平成堂株式会社

株式会社インフィニテック

株式会社ネットカムビジョン

　なお、KYOSHIN COMMUNICATIONS

(KOREA)CO.,LTD.は当連結会計年度に

新たに設立した会社であり、当連結会

計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

 　連結子会社の数　10社

　 主要な連結子会社の名称

    KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC(K)CO.,

 LTD.

SHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC

TRADING.CO.,LTD.

KYOSHIN TECHNOSONIC(S)PTE LTD

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHEN

ZHEN)LTD.

KYOSHIN COMMUNICATIONS(K

OREA)

CO.,LTD.

共信コミュニケーションズ株式会社

平成堂株式会社

株式会社インフィニテック

株式会社ネットカムビジョン

(2)非連結子会社 該当事項はありません。 同左

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち

KYOSHIN TECHNOSONIC(ASIA) LTD.、

KYOSHIN TECHNOSONIC

(S)PTE LTD、SHANGHAI KYOTEC 

ELECTRONIC TRADING.CO.,LTD. 及び

KYOSHIN TECHNOSONIC(SHEN

ZHEN)LTD.の決算日は12月31日でありま

すが、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行って

おります。　

同左　
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

①　有価証券

満期保有目的債券

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

　時価法

②　デリバティブ

同左

 ③　棚卸資産

商品

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）

移動平均法による原価法

連結子会社（在外）

主として総平均法による原価法

③　棚卸資産

商品

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）

同左

連結子会社（在外）

同左

 仕掛品

　個別法による原価法

仕掛品

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）

定率法

①　有形固定資産

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）

定率法

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物及び構築物 

その他(有形固定資産)

８～15年

２～20年

建物及び構築物 

その他(有形固定資産)

８～15年

２～20年
 　 （会計方針の変更）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ１百万円

減少しております。

（追加情報）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

 　連結子会社（在外）

　主として定額法

　連結子会社（在外）

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)
 ②　無形固定資産

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可

能期間（５年）、のれんについて

は５年間で毎期均等額を償却し

ております。　

②　無形固定資産

連結財務諸表提出会社及び連結子

会社（国内）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

 連結子会社（在外）

　個別検討による必要額を計上してお

ります。

連結子会社（在外）

同左

 ②　賞与引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しております。

②　賞与引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

 連結子会社（在外）

　賞与支給の慣行がないため、計上し

ておりません。

連結子会社（在外）

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)
 ③　役員賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

③　役員賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内） 

同左

 ④　退職給付引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、一部の連結子

会社（国内）については簡便法によ

り計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

　なお、執行役員等の部分については、

執行役員等の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。

④　退職給付引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)
 ⑤　役員退職慰労引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

連結財務諸表提出会社及び連結子会

社（国内）

同左

(4) 重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。な

お、為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処理を

行っております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ・ヘッジ対象  

 　相場変動等による損失の可能性が

ある外貨建金銭債権債務等

 

 ③　ヘッジ方針

事業活動及び財務活動に伴う為替相

場などの相場変動によるリスクを低減

させる目的においてのみデリバティブ

取引を利用しております。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債等に関する重

要な条件が同一であり、有効性がおおむ

ね100%であることが明らかであるた

め、有効性の判定は省略しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

(6) 消費税等の会計処理 　連結財務諸表提出会社及び連結子会社

（国内）の消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は8,686百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

 

─────

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

　当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31

日）を適用しております。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影響はありま

せん。

─────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産

の売却による収入」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「有

形固定資産の売却による収入」は41百万円であります。

─────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

＊１．担保に供している資産 ＊１．担保に供している資産

投資有価証券 12百万円

計 12百万円

上記に対する債務額   

支払手形及び買掛金 31百万円

計 31百万円

投資有価証券 12百万円

　  　

上記に対する債務額   

支払手形及び買掛金 55百万円

　  　

　２．債権流動化に伴う買戻義務 4,861百万円 　２．債権流動化に伴う買戻義務 2,480百万円

 ＊３．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については

手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の当連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれております。

 　　　　受取手形　　　　107百万円

　　　　 支払手形　　　　115百万円

 ＊３．　　　　　　　 ─────

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

＊１．研究開発費の総額 ＊１．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
12百万円

一般管理費に含まれる

研究開発費
28百万円

＊２．固定資産売却益の内訳 ＊２．固定資産売却益の内訳

土地 384百万円

その他（有形固定資産） 0百万円

　  　

計 384百万円

その他（有形固定資産） 2百万円

　  　

＊３．固定資産除却損の内訳 ＊３．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 2百万円

その他（有形固定資産） 4百万円

計 6百万円

建物及び構築物 3百万円

その他（有形固定資産） 0百万円

その他（無形固定資産） 1百万円

計 5百万円

＊４．固定資産売却損の内訳 ＊４．　　　　　　　─────

建物及び構築物 20百万円

その他（有形固定資産） 0百万円

土地 16百万円 

計 37百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,148,400 － － 7,148,400

合計 7,148,400 － － 7,148,400

自己株式     

普通株式 264 － － 264

合計 264 － － 264

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権（平成13年６月

28日株主総会決議）

普通株式 255,000 － 255,000 － －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 255,000 － 255,000 － －

 （注）ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の権利不行使による失効であ

 ります。

３．配当に関する事項

　(１)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 142 20 平成18年３月31日 平成18年６月29日

　(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月28日

取締役会
普通株式 142  利益剰余金 20 平成19年３月31日 平成19年６月13日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,148,400 － － 7,148,400

合計 7,148,400 － － 7,148,400

自己株式     

普通株式 264 － － 264

合計 264 － － 264
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２．配当に関する事項

　(１)配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月28日

取締役会
普通株式 142 20 平成19年３月31日 平成19年６月13日

　(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月26日

取締役会
普通株式 178  利益剰余金 25 平成20年３月31日 平成20年６月11日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 5,429百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金

△0百万円

現金及び現金同等物 5,429百万円

現金及び預金勘定 5,974百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金

△0百万円

現金及び現金同等物 5,973百万円

  

（リース取引関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

その他（有形
固定資産）

129 79 50

その他（無形
固定資産）

31 14 16

合計 161 93 67

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

その他（有形
固定資産）

236 85 150

その他（無形
固定資産）

50 32 18

合計 286 118 168

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 37百万円

１年超 35百万円

計 73百万円

１年内 54百万円

１年超 115百万円

計 170百万円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 53百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 54百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 4百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左

２．　　　　　　　　───── ２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 30百万円

計 43百万円
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
      

株式 165 416 250 144 276 131

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 165 416 250 144 276 131

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
      

株式 20 13 △6 35 25 △9

債券       

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 20 13 △6 35 25 △9

合計 185 429 243 180 301 121

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

26 7 － 52 2 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
前連結会計年度(平成19年３月31日現在) 当連結会計年度(平成20年３月31日現在)

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

満期保有目的の債券   

非上場外国債券 0 －

その他有価証券   

非上場株式 75 8

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
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　 前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

　
１年以内
(百万円)

１年超５年
以内

(百万円)

５年超10
年以内

(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超５年
以内

(百万円)

５年超10
年以内

(百万円)

10年超
(百万円)

債券         

国債・地方債等 － 0 － － － － － －

社債 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

その他 － － － － － － － －

合計 － 0 － － － － － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容

　　　当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

　　為替予約取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替変動

及び金利変動によるリスク回避を目的としており、投機

的な取引は行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約取

引は外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避し、

安定的な利益の確保を図る目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。重要なヘッジ会計の方法は、連結財務諸表

作成のための基本となる事項４．(6)重要なヘッジ会計

の方法に記載しております。

(3) 取引の利用目的

当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約取

引は外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避し、

安定的な利益の確保を図る目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。重要なヘッジ会計の方法は、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項４．(5)重要なヘッ

ジ会計の方法に記載しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

　　　当社グループのデリバティブ取引のうち、為替予約

　　取引は為替相場の変動によるリスクを有しておりま

　　す。

　　　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

　　しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

　　ります。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

当社グループのデリバティブ取引の執行・管理につ

いては、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルール

に従い、当社経理部が決裁担当者の承認を得て行ってお

ります。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足的説明

外貨建取引等会計処理基準により、外貨建金銭債権債

務等に振り当てたデリバティブ取引、及びヘッジ会計が

適用されているデリバティブ取引については、開示の対

象から除いております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足的説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

 (１)通貨関連

区分 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

 為替予約取引         

 売建         

米ドル 352 － 360 7 － － － －

合計 352 － 360 7 － － － －

前連結会計年度  当連結会計年度

 （平成19年３月31日）   （平成20年３月31日）

（注）１．時価の算定方法

先物為替相場を使用しております。

 （注）１．　　　　　 ─────　　　

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 57/102



前連結会計年度  当連結会計年度

 （平成19年３月31日）   （平成20年３月31日）

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は記載対象から除いております。

 ２．           ─────

 (２)金利関連

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

(1) 退職給付制度

　当社及び一部の連結子会社（国内）は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、当社及び一部の連結子会社（国内）はこのほか複数事業主制度による企業年金

（東京都電機厚生年金基金）に加盟しております。従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数

理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。なお、当社は従来の適

格退職年金制度について確定給付企業年金制度へ平成20年４月１日に移行する旨決定しております。

(2) 制度別の補足説明

① 適格退職年金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

当　　社 平成14年 －

② 厚生年金基金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

当社及び連結子会社（国内） 昭和54年 －

（注）総合設立型の基金であります。

③ 退職一時金制度

　 設 定 時 期 そ の 他

連結子会社（国内） 平成15年 －

２．退職給付債務及びその内訳

　

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在）

（百万円）

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

（百万円）

(1) 退職給付債務 △576 △579

(2) 年金資産 270 322

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △305 △256

(4) 未認識数理計算上の差異 △16 7

(5) 未認識過去勤務債務 △14 △48

(6) 連結貸借対照表計上額純額

（(3)＋(4)＋(5)）
△335 △297

(7) 前払年金費用 － －

(8) 退職給付引当金（(6)－(7)） △335 △297

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

（注）１．執行役員等の退職慰労金連結会計年度末要支給

額57百万円については「(1)退職給付債務」に

含めて記載しております。

（注）１．執行役員等の退職慰労金連結会計年度末要支給

額40百万円については「(1)退職給付債務」に

含めて記載しております。

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金資産の当社及び連結子

会社（国内）相当分は，3,791百万円でありま

す。

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金資産の当社及び連結子

会社（国内）相当分は、3,542百万円でありま

す。

３．連結子会社（国内）は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

３．連結子会社（国内）は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

４．　　　　　　───── ４．当社において「１．採用している退職給付制度

の概要」に記載した制度移行が決定されたこと

に伴い、過去勤務債務が36百万円発生しており、

当連結会計年度において過去勤務債務の処理方

法に従い処理をしております。
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３．退職給付費用の内訳

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

（百万円）

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

（百万円）

退職給付費用   

(1) 勤務費用 74 67

(2) 利息費用 10 10

(3) 期待運用収益（減算） △2 △2

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 0 △1

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △2 △3

(6) 退職給付費用 ((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 79 70

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（注）１．執行役員等の退職慰労金に係る退職給付費用10

百万円については「(1)勤務費用」に含めて記

載しております。

（注）１．執行役員等の退職慰労金に係る退職給付費用７

百万円については「(1)勤務費用」に含めて記

載しております。

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金基金への拠出額は、120

百万円であります。

２．厚生年金基金制度を含めておりません。なお、当

連結会計年度の当該年金基金への拠出額は、128

百万円であります。

３．簡便法を採用している連結子会社（国内）の退

職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しており

ます。

３．簡便法を採用している連結子会社（国内）の退

職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しており

ます。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2) 割引率（％） 2.00 2.00

(3) 期待運用収益率（％） 1.10 1.10

(4) 過去勤務債務の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処

理しております。

同左

(5) 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

同左

５．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

　(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

年金資産の額 343,789
百万円

　

年金財政計算上の給付債務の額 315,981
百万円

　

差引額 27,808
百万円

　

　(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
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1.09％　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年

５月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

 平成13年　ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　３名

当社従業員　　47名

 ストック・オプション数

（注）
普通株式　300,000株

付与日 平成13年６月28日

権利確定条件
付与日（平成13年６月28日）以降、権利確定日（平成15年６
月30日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 ２年間（自平成13年６月28日　至平成15年６月30日）

権利行使期間 平成15年７月１日から平成18年６月30日までとする。

　（注）株式数に換算して記載しております。

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 平成13年　ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 255,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 255,000

未行使残 －

②　単価情報

 平成13年　ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 1,021

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

商品評価損否認 146百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 147百万円

未払事業税否認 10百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 36百万円

減価償却超過額 8百万円

研究開発費等否認 35百万円

会員権評価損否認 25百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 42百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
138百万円

投資有価証券評価損否認 56百万円

減損損失否認 2百万円

その他 47百万円

繰延税金資産小計 698百万円

評価性引当額 △25百万円

繰延税金資産計 673百万円

繰延税金負債   

在外子会社の留保利益 △141百万円

その他有価証券評価差額金 △99百万円

その他 △3百万円

繰延税金負債計 △244百万円

繰延税金資産の純額 429百万円

　上記繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

繰延税金資産（流動） 375百万円

繰延税金資産（固定） 57百万円

繰延税金負債（流動） －　　 

繰延税金負債（固定） △3百万円

計 429百万円

繰延税金資産   

商品評価損否認 91百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 135百万円

未払事業税否認 34百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 23百万円

無形固定資産償却超過額 24百万円 

減価償却超過額 4百万円

研究開発費等否認 44百万円

会員権評価損否認 11百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 54百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
122百万円

投資有価証券評価損否認 66百万円

減損損失否認 2百万円

その他 64百万円

繰延税金資産小計 680百万円

評価性引当額 △35百万円

繰延税金資産計 644百万円

繰延税金負債   

在外子会社の留保利益 △144百万円

その他有価証券評価差額金 △49百万円

その他 △18百万円

繰延税金負債計 △212百万円

繰延税金資産の純額 431百万円

　上記繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

繰延税金資産（流動） 331百万円

繰延税金資産（固定） 112百万円

繰延税金負債（流動） △8百万円

繰延税金負債（固定） △3百万円

計 431百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

国内の法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない

項目
3.9％

外国税額控除 △0.9％

国内と海外との税率差異 △3.4％

連結子会社からの受取配当金等 3.2％

土地再評価差額金取崩額 △23.2％ 

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.9％

国内の法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない

項目
5.4％

外国税額控除 △2.2％

国内と海外との税率差異 △6.9％

連結子会社からの受取配当金等 2.7％

過年度法人税等 1.4％ 

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.1％
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（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　
電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 94,845 22,816 117,662 － 117,662

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 94,845 22,816 117,662 － 117,662

営業費用 93,115 22,018 115,133 711 115,845

営業利益 1,730 798 2,529 (711) 1,817

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 29,929 8,962 38,891 3,073 41,965

減価償却費 175 76 251 139 391

資本的支出 88 37 125 46 172

　
電子部品
（百万円）

電子機器
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 105,449 23,135 128,585 － 128,585

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 105,449 23,135 128,585 － 128,585

営業費用 103,237 22,301 125,539 742 126,282

営業利益 2,211 834 3,045 (742) 2,303

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 28,088 9,765 37,853 3,115 40,969

減価償却費 179 68 247 64 312

資本的支出 28 116 144 13 157

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業は、製品市場の類似性を考慮し、半導体・電子部品等の販売を行う「電子部品販売事

業」と、電子機器・記録媒体品・製品等の販売を行う「電子機器販売事業」とに区分しております。

２．各区分に属する主要な商・製品

事業区分 主要商・製品

電子部品販売事業 半導体、ピックアップユニット等
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事業区分 主要商・製品

電子機器販売事業 音響映像機器、システム製品、記録媒体品、教育用ソフトウェア等

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容

　 前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）
主な内容

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額
711 742

当社の総務・経理部門及び情報システ

ム部門に係る費用

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額
3,073 3,115

当社における余資運用資金（現金預金

及び有価証券）、長期投資資金（投資

有価証券）及び上記管理部門に係る資

産等
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【所在地別セグメント情報】

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 84,485 33,177 117,662 － 117,662

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
9,845 279 10,125 (10,125) －

計 94,330 33,457 127,787 (10,125) 117,662

営業費用 92,359 32,903 125,263 (9,418) 115,845

営業利益 1,971 553 2,524 (706) 1,817

Ⅱ．資産 34,101 8,688 42,789 (824) 41,965

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

     

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 97,424 31,160 128,585 － 128,585

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
12,838 252 13,090 (13,090) －

計 110,262 31,413 141,675 (13,090) 128,585

営業費用 107,778 30,842 138,621 (12,339) 126,282

営業利益 2,484 570 3,054 (751) 2,303

Ⅱ．資産 33,196 8,220 41,417 (447) 40,969

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

アジア……大韓民国、中国、シンガポール

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容

　 前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）
主な内容

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額
711 742

当社の総務・経理部門及び情報システ

ム部門に係る費用

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額
3,073 3,115

当社における余資運用資金（現金預金

及び有価証券）、長期投資資金（投資

有価証券）及び上記管理部門に係る資

産等
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【海外売上高】

　 　 アジア

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

Ⅰ　海外売上高（百万円） 41,450

Ⅱ　連結売上高（百万円） 117,662

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合

（％）
35.2

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

Ⅰ　海外売上高（百万円） 51,631

Ⅱ　連結売上高（百万円） 128,585

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合

（％）
40.2

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．当該区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

アジア……大韓民国、中国、シンガポール

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上の

関係

その他の

関係会社

ソニー

株式会社

東京都

港区
625,305

電子・電気

機械器具の

製造・販売

(被所有)

直接 28.5

間接　2.0

－

電子部品

等の仕入

(特約店)

電子部

品等の

仕入

49,562

支払手

形及び

買掛金

8,540

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。

当連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上の

関係

その他の

関係会社

ソニー

株式会社

東京都

港区
630,576

電子・電気

機械器具の

製造・販売

(被所有)

直接 28.5

間接　2.0

－

電子部品

等の仕入

(特約店)

電子部

品等の

仕入

49,030

支払手

形及び

買掛金

8,520

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

電子部品等の仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。
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(2) 兄弟会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上の

関係

その他の

関係会社

の子会社

ソニー

イーエム

シーエス

株式会社

東京都

港区
6,741

電子・電気

機械器具の

製造・販売

－ －
電子部品

等の販売

電子部

品等の

売上

3,907

受取手

形及び

売掛金

485

その他の

関係会社

の子会社

ソニーケ

ミカル＆

インフォ

メーショ

ンデバイ

ス

株式会社

東京都

品川区
5,480

電子・電気

機械器具の

製造・販売

－ －
電子部品

等の仕入

電子部

品等の

仕入

1,082

支払手

形及び

買掛金

544

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

電子部品等の売上及び仕入は、市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額   1,215円17銭

１株当たり当期純利益金額    209円18銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
209円05銭 

１株当たり純資産額       1,266円08銭

１株当たり当期純利益金額       117円56銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（百万円） 1,495 840

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,495 840

　普通株式の期中平均株式数（千株） 7,148 7,148

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（百万円） － －

　普通株主増加数（千株） 4 －

　　（うち新株予約権） （4） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

───── ─────

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

共信テクノソニック

株式会社
 第２回無担保社債 平成17年３月30日

500

(500)
－ 0.56 無担保 平成20年３月28日

共信テクノソニック

株式会社
 第３回無担保社債 平成17年３月31日　

1,200

(1,200)
－ （注）２　 無担保　 平成20年３月25日　

共信テクノソニック

株式会社　
 第４回無担保社債　 平成17年３月31日　

1,000

(1,000)
－ （注）３　 無担保　 平成20年３月31日　

共信テクノソニック

株式会社
 第５回無担保社債　 平成17年３月31日　

500

(500)
－ （注）４　 無担保　 平成20年３月31日

共信テクノソニック

株式会社
 第６回無担保社債 平成18年３月28日 1,500

1,500

(1,500)
（注）５ 無担保 平成21年３月25日

共信テクノソニック

株式会社
 第７回無担保社債 平成18年３月31日 1,000

1,000

(1,000)
（注）６ 無担保 平成21年３月25日

合計 － －
5,700

(3,200)

2,500

(2,500)
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

　　　　２．６ヶ月円TIBORに0.20%を加算した値であります。

　　　　３．６ヶ月円TIBORに0.15%を加算した値であります。

　　　　４．６ヶ月円TIBORに0.44%を加算した値であります。

　　　　５．６ヶ月円TIBORに0.15%を加算した値であります。

　　　　６．６ヶ月円TIBORに0.20%を加算した値であります。

　　　　７．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（百万円）
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

2,500 － － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,420 679 3.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,155 1,721 1.2 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,229 3,758 1.2 平成22～23年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －　

その他の有利子負債 － － － －

計 4,804 6,158 － －

　（注）１．平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 708 3,050 － －
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(２)【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(１)【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第46期

（平成19年３月31日現在）
第47期

（平成20年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,507   1,645  

２．受取手形 ＊５  1,698   1,811  

３．売掛金 ＊２  22,549   21,321  

４．商品   2,637   1,875  

５．貯蔵品   －   5  

６．前渡金   －   72  

７．前払費用   80   74  

８．繰延税金資産   246   196  

９．短期貸付金   －   110  

10．未収入金 ＊２  346   388  

11．その他   14   38  

貸倒引当金   △10   △3  

流動資産合計   29,070 93.6  27,536 94.3

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物 　 125   130   

減価償却累計額  67 58  76 54  

(2) 車両運搬具  2   2   

減価償却累計額  2 0  2 0  

(3) 工具器具及び備品  95   105   

減価償却累計額  66 28  77 28  

有形固定資産合計   86 0.3  82 0.3

２．無形固定資産        

(1) 電話加入権   5   5  

(2) ソフトウェア   302   100  

無形固定資産合計   307 1.0  106 0.4

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ＊１  424   256  

(2) 関係会社株式   928   902  

(3) 破産・更生債権等   23   －  
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第46期

（平成19年３月31日現在）
第47期

（平成20年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(4) 長期前払費用   4   2  

(5) 繰延税金資産   146   197  

(6) 敷金及び保証金   85   89  

(7) 会員権   31   25  

(8) その他   28   28  

貸倒引当金   △69   △31  

投資その他の資産合計   1,605 5.1  1,472 5.0

固定資産合計   1,999 6.4  1,660 5.7

資産合計   31,070 100.0  29,197 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 *1*5  491   608  

２．買掛金 *1*2  12,962   13,216  

３．短期借入金 　  1,230   －  

４．一年以内償還予定の社
債

　  3,200   2,500  

５．一年以内返済予定の長
期借入金

  1,055   596  

６．未払金   228   210  

７．未払費用   46   33  

８．未払法人税等   2   296  

９．前受金   76   14  

10．預り金   52   9  

11．賞与引当金   192   185  

12．役員賞与引当金   14   16  

13．その他   5   4  

流動負債合計   19,557 62.9  17,691 60.6

Ⅱ　固定負債        

１．社債 　  2,500   －  

２．長期借入金 ＊６  1,204   3,608  

３．退職給付引当金   323   281  

４．役員退職慰労引当金   74   100  

固定負債合計   4,101 13.2  3,989 13.7

負債合計   23,658 76.1  21,680 74.3
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第46期

（平成19年３月31日現在）
第47期

（平成20年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,433 4.6  1,433 4.9

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,571   1,571   

資本剰余金合計 　  1,571 5.1  1,571 5.4

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 139   139   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 2,325   2,325   

繰越利益剰余金 　 1,797   1,974   

利益剰余金合計 　  4,262 13.7  4,439 15.2

４．自己株式   △0 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  7,267 23.4  7,444 25.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

  144 0.5  72 0.2

評価・換算差額等合計 　  144 0.5  72 0.2

純資産合計 　  7,411 23.9  7,516 25.7

負債純資産合計 　  31,070 100.0  29,197 100.0
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②【損益計算書】

　 　
第46期

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高  ＊５  76,614 100.0  92,490 100.0

Ⅱ　売上原価        

１. 期首商品棚卸高  1,909   2,637   

２. 当期商品仕入高  ＊５ 72,622   86,415   

合計  74,532   89,053   

３. 期末商品棚卸高  2,637 71,894 93.8 1,875 87,177 94.3

売上総利益   4,719 6.2  5,312 5.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．荷造運賃  128   166   

２．販売手数料  118   238   

３．役員報酬  120   149   

４．給与・賞与  1,215   1,213   

５．賞与引当金繰入額  183   185   

６．役員賞与引当金繰入額  14   16   

７．退職給付費用  152   142   

８．役員退職慰労引当金繰
入額

 20   25   

９．福利厚生費  172   173   

10．旅費交通費  225   215   

11．地代家賃  230   230   

12．支払リース料  58   51   

13．減価償却費  312   224   

14．業務委託費 　 279   213   

15．その他  ＊１ 626 3,861 5.1 793 4,040 4.3

営業利益   858 1.1  1,271 1.4

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  1   4   

２．受取配当金  ＊５ 168   111   

３．仕入割引 　 37   5   

４．関係会社業務受託収入 　 71   43   

５．為替差益 　 8   －   

６．雑収入  57 344 0.4 16 182 0.2
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第46期

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  77   31   

２．社債利息  42   66   

３．売上債権売却損  75   118   

４．為替差損  －   564   

５．雑損失  6 202 0.2 0 781 0.9

経常利益   1,000 1.3  672 0.7

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益  ＊２ 384   －   

２．投資有価証券売却益  7   2   

３．貸倒引当金戻入額  0   6   

４．会員権売却益  － 392 0.5 5 14 0.0

        

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ＊４ 37   －   

２．固定資産除却損 ＊３ 2   0   

３．投資有価証券評価損  14   24   

４．関係会社株式評価損  282   －   

５．会員権売却損  －   1   

６．会員権評価損  － 336 0.4 0 26 0.0

税引前当期純利益   1,056 1.4  660 0.7

法人税、住民税及び事業
税

 77   269   

過年度法人税、住民税及
び事業税 

 －   22   

法人税等調整額  61 139 0.2 48 340 0.4

当期純利益   917 1.2  319 0.3
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③【株主資本等変動計算書】

第46期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 1,571 139 2,325 2,202 4,666 △0 7,672

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △142 △142  △142

当期純利益      917 917  917

土地再評価差額金取崩額      △1,178 △1,178  △1,178

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － △404 △404 － △404

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 1,571 139 2,325 1,797 4,262 △0 7,267

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

171 － △1,178 △1,007 － 6,664

事業年度中の変動額       

剰余金の配当      △142

当期純利益      917

土地再評価差額金取崩額      △1,178

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△27 － 1,178 1,151 － 1,151

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△27 － 1,178 1,151 － 746

平成19年３月31日　残高
（百万円）

144 － － 144 － 7,411

第47期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 1,571 139 2,325 1,797 4,262 △0 7,267

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △142 △142  △142

当期純利益      319 319  319

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － 176 176 － 176

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,433 1,571 1,571 139 2,325 1,974 4,439 △0 7,444
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

144 － 144 7,411

事業年度中の変動額     

剰余金の配当    △142

当期純利益    319

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△72 － △72 △72

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△72 － △72 104

平成20年３月31日　残高
（百万円）

72 － 72 7,516
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重要な会計方針

項目
第46期

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

　総平均法による原価法

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定）

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基

準及び評価方法

時価法 同左

３．棚卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)商品

移動平均法による原価法

(1)商品

同左

 　 　

４．固定資産の減価償却の

方法

(1)有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　２～20年

(1)有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　２～20年
  （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ１百万円減少してお

ります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

 (2)無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2)無形固定資産

定額法

同左
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項目
第46期

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

 (3)長期前払費用

　定額法

(3)長期前払費用

同左

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。

(2)賞与引当金

同左

 (3)役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

同左

 (4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理しております。

なお、執行役員等の部分については、

執行役員等の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4)退職給付引当金

同左

　

 (5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

 

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 81/102



項目
第46期

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。な

お、為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処理を

行っております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

 ・ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能性があ

る外貨建金銭債権債務等

・ヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

事業活動及び財務活動に伴う為替相

場などの相場変動によるリスクを低減

させる目的においてのみデリバティブ

取引を利用しております。

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジの有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債等に関する重

要な条件が同一であり、有効性がおお

むね100％であることが明らかである

ため、有効性の判定は省略しておりま

す。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

第46期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第47期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,411百万円

であります。

　なお、当期における貸借対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

─────

 （ストック・オプション等に関する会計基準）

　当期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適用してお

ります。

　これによる当期の損益に与える影響はありません。

─────

表示方法の変更

第46期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第47期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （損益計算書）

　前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示してお

りました「仕入割引」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期における「仕入割引」の金額は22百万円であ

ります。

─────
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注記事項

（貸借対照表関係）

第46期
（平成19年３月31日現在）

第47期
（平成20年３月31日現在）

＊１．担保に供している資産 ＊１．担保に供している資産

投資有価証券 12百万円

計 12百万円

上記に対する債務額   

支払手形 26百万円

買掛金 5百万円

計 31百万円

投資有価証券 12百万円

　  　

上記に対する債務額   

支払手形 48百万円

買掛金 6百万円

計 55百万円

＊２．関係会社に対する資産及び負債 ＊２．関係会社に対する資産及び負債

売掛金 3,675百万円

未収入金 74百万円

買掛金 8,559百万円

売掛金 3,615百万円

買掛金 8,533百万円

　３．債権流動化に伴う買戻義務 4,861百万円 　３．債権流動化に伴う買戻義務 2,736 百万円

　４．偶発債務

　次のとおり金融機関からの借入金に対し債務保証を

行っております。

　４．偶発債務

　次のとおり金融機関からの借入金に対し債務保証を

行っております。

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

 311百万円

平成堂株式会社  90百万円

共信コミュニケーションズ

株式会社
 1,125百万円

計   1,526百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD.

 135百万円

平成堂株式会社  130百万円

共信コミュニケーションズ

株式会社
 1,275百万円

KYOSHIN COMMUNICATIONS

(KOREA) CO.,LTD.

 33百万円

KYOSHIN TECHNOSONIC

(SHENZHEN)LTD.
 24百万円

計   1,598百万円

　次のとおり仕入債務に対し債務保証を行っておりま

す。

　次のとおり仕入債務に対し債務保証を行っておりま

す。

KYOSHIN

TECHNOSONIC (S)

PTE LTD

  21百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD．

  472百万円

計   494百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC (S)

PTE LTD

  18百万円

KYOSHIN

TECHNOSONIC

(ASIA) LTD．

  324百万円

計   343百万円

＊５．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 40百万円

支払手形 115百万円

＊５．　　　　　　　──────
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第46期
（平成19年３月31日現在）

第47期
（平成20年３月31日現在）

＊６．　　　　　　　──────

　

＊６．配当制限

　借入金のうち長期借入金3,000百万円には財務制限条

項が付されており、特定の条項に抵触した場合、該当

する借入先に対し借入金を一括返済する可能性があ

ります。当該条項のうち配当支払に関するものは以下

のとおりであります。

　決算及び中間決算につき、決算期の末日及び中間決

算の日において、貸借対照表（連結及び個別）の純資

産の部の金額を平成19年３月決算期末日における貸

借対照表（連結及び個別）の純資産の部の金額の

80％及び直前の決算期末日における貸借対照表（連

結及び個別）の純資産の部の金額の80％のいずれか

高い方の金額以上に維持すること。

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 85/102



（損益計算書関係）

第46期
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

＊１．研究開発費の総額 ＊１．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
4百万円

一般管理費に含まれる

研究開発費
24百万円

＊２．固定資産売却益の内訳 ＊２．　　　　　　　──────

車両運搬具 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

土地 384百万円

計 384百万円

 

＊３．固定資産除却損の内訳 ＊３．固定資産除却損の内訳

建物 0百万円

工具器具及び備品 1百万円

計 2百万円

工具器具及び備品 0百万円

　  　

＊４．固定資産売却損の内訳 ＊４．　　　　　　　──────

建物 20百万円

工具器具及び備品 0百万円

土地 16百万円

計 37百万円

 

＊５．関係会社に対する事項 ＊５．関係会社に対する事項

売上高 10,252百万円

当期商品仕入高 49,834百万円

受取配当金 163百万円

売上高 13,175百万円

当期商品仕入高 49,248百万円

受取配当金 106百万円

（株主資本等変動計算書関係）

第46期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 264 － － 264

合計 264 － － 264

第47期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 264 － － 264

合計 264 － － 264
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（リース取引関係）

第46期
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具及び
備品

81 43 38

ソフトウェア 26 12 14

合計 108 55 53

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具及び
備品

106 69 36

ソフトウェア 34 23 11

合計 140 92 47

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 30百万円

計 58百万円

１年内 25百万円

１年超 23百万円

計 48百万円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 31百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 28百万円

支払利息相当額 2百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

第46期（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）及び第47期（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

第46期
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

商品評価損否認 136百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 78百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 22百万円

研究開発費等否認 1百万円

会員権評価損否認 25百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 30百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
131百万円

投資有価証券評価損否認 56百万円

関係会社株式評価損否認 141百万円

減損損失否認 2百万円

その他 33百万円

繰延税金資産小計 659百万円

評価性引当額 △167百万円

繰延税金資産計 492百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △99百万円

繰延税金資産の純額 392百万円

繰延税金資産   

商品評価損否認 77百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 75百万円

未払事業税否認 22百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 13百万円

無形固定資産償却超過額 24百万円

会員権評価損否認 11百万円

役員退職慰労引当金繰入額否認 40百万円

退職給付引当金損金算入限度超過

額
114百万円

投資有価証券評価損否認 66百万円

関係会社株式評価損否認 141百万円

減損損失否認 2百万円

その他 31百万円

繰延税金資産小計 621百万円

評価性引当額 △177百万円

繰延税金資産計 443百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △49百万円

繰延税金資産の純額 394百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
5.9％

外国税額控除 △1.7％

土地再評価差額金取崩額 △45.4％

評価性引当額 12.5％

その他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.2％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
10.1％

外国税額控除 △5.5％

過年度法人税等 3.3％

評価性引当額 1.6％ 

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.5％
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（１株当たり情報）

第46期
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額        1,036円89銭

１株当たり当期純利益金額   128円30銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
  128円22銭

１株当たり純資産額        1,051円55銭

１株当たり当期純利益金額 44円75銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

　
第46期

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

第47期
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益（百万円） 917 319

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 917 319

　普通株式の期中平均株式数（千株） 7,148 7,148

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（百万円） － －

　普通株主増加数（千株） 4 －

　　（うち新株予約権） （4） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

──── ────

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他

有価証

券

京セラ株式会社 10,600 88

株式会社

三菱UFJフィナンシャル・グループ
52,000 44

コニカミノルタホールディングス

株式会社
25,500 34

スタンレー電気株式会社 5,250 12

株式会社

みずほフィナンシャルグループ
31 11

沖電気工業株式会社 56,000 10

三信電気株式会社 9,715 10

株式会社新川 7,825 9

株式会社小野測器 18,000 8

株式会社フォトロン 10,000 5

その他（10銘柄） 37,764 20

小計 232,685 256

計 232,685 256
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

当期末減価償却

累計額又は償却

累計額

（百万円）

当期償却額

（百万円）

差引当期末残

高

（百万円）

有形固定資産        

建物 125 4 － 130 76 9 54

車両運搬具 2 － － 2 2 0 0

工具器具及び備品 95 10 0 105 77 10 28

有形固定資産計 223 15 0 238 156 20 82

無形固定資産        

電話加入権 5 － － 5 － － 5

ソフトウェア 1,143 3 － 1,146 1,045 204 100

無形固定資産計 1,148 3 － 1,151 1,045 204 106

長期前払費用 11 0 － 11 9 2 2

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 79 1 37 8 34

賞与引当金 192 185 192 － 185

役員賞与引当金 14 16 14 － 16

役員退職慰労引当金 74 25 － － 100

（注）貸倒引当金のその他の当期減少額８百万円は、債権回収に伴う取崩しであります。

EDINET提出書類

共信テクノソニック株式会社(E02880)

有価証券報告書

 91/102



(２)【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

当座預金 1,020

普通預金 624

小計 1,645

合計 1,645

２）受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ＨＯＹＡ株式会社 738

カシオ計算機株式会社 402

東芝テリー株式会社 104

株式会社エルモ社 83

オリンパスイメージング株式会社 80

その他 401

合計 1,811

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 50

５月 14

６月 514

７月 1,128

８月 93

９月 10

合計 1,811

３）売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 3,515

株式会社東芝 2,036

KYOSHIN TECHNOSONIC（ASIA）LTD. 1,794

富士通株式会社 1,498

SHANGHAI KYOTEC ELECTRONIC TRADING.CO.,LTD. 1,002

その他 11,473
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相手先 金額（百万円）

合計 21,321

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

22,549 95,451 96,680 21,321 81.9 84.1

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

４）商品

品目 金額（百万円）

半導体 1,424

電子部品 304

電子機器 146

合計 1,875

５）貯蔵品　

品目 金額（百万円）

用度品他雑品 5

合計 5

②　流動負債

１）支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ソニーマニュファクチュアリングシステムズ株式会社 283

コグネックス株式会社 168

スタンレー電気株式会社 48

ソニーイーエムシーエス株式会社 35

株式会社日立国際電気 26

その他 45

合計 608

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 227

５月 217

６月 150

７月 13
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期日別 金額（百万円）

８月 －

９月 －

合計 608

２）買掛金

相手先 金額（百万円）

ソニー株式会社 8,520

カシオ計算機株式会社 1,162

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 828

ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス株式会社 544

CHUNGHWA PICTURE TUBES, LTD. 457

その他 1,702

合計 13,216

３）一年以内償還予定の社債　　　　　　　　　2,500百万円

内訳は１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表に記載しております。
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③固定負債

１）長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社みずほ銀行 1,672

株式会社三井住友銀行 1,164

株式会社三菱東京UFJ銀行 590

日本生命保険相互会社 100

三菱UFJ信託銀行株式会社 82

合計 3,608

(３)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券及び100株未満の株数を表示し

た株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき100円

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

　　　規程による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

　　　ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　　　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　　　１  有価証券報告書及びその添付書類

　　　　　事業年度（第46期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出

　　　２　有価証券報告書の訂正報告書

　　　　　平成19年７月11日関東財務局長に提出 

　　　　　平成19年６月27日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　　　３　有価証券報告書の訂正報告書

　　　　　平成19年10月25日関東財務局長に提出 

　　　　　平成19年６月27日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　　　４　半期報告書

　　　　　（第47期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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連結／前年／監査

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成19年６月27日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　　信一

 業務執行社員  公認会計士 村松　久美子

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信テ

クノソニック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信

テクノソニック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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連結／当年／監査

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成20年６月25日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 飯室　進康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる共信テクノソニック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信

テクノソニック株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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単体／前年／監査

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成19年６月27日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 業務執行社員  公認会計士 村松　久美子

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共信テ

クノソニック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共信テク

ノソニック株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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単体／当年／監査

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成20年６月25日

共 信 テ ク ノ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社

　　取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 岸　  信一

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 飯室　進康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる共信テクノソニック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、共

信テクノソニック株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。
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